
令和８年８月１７日 

 

 
各    位 

 
                   支出負担行為担当官 

長野労働局総務部長 東 尚史 

 
一般競争入札公告 

 
 下記業務について、一般競争入札を行いますので、希望の向きは下記事項を了知

のうえ、参加されますよう公告いたします。 
 

記 

 
１ 競争に付する事項 

令和８年度建築物定期点検業務委託 
 

２ 競争に参加する者に必要な資格に関する事項及び義務 

厚生労働省における「令和７・８年度一般競争参加資格」で工種「建築関係建設コン
サルタント業務」の入札参加資格等級が「Ｂ」または「Ｃ」ランクであるものと

し、競争参加地域は「関東甲信越地域」であるものとする。 
次の事項に該当する者は競争に参加することができない場合がある。 

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条に該当する者。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締結のために

必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予決令第７１条に該当する者。 
（３）商法その他の法令の規定に違反して営業を行った者 

（４）警察当局から排除要請のある者 
（５）労働関係法令に係る重大な違反が認められ、支出負担行為担当官が、本

件請負契約を締結することが不適当であると判断した者 

（６）社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するも
の）、船員保険、国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）

の加入義務があるにもかかわらず、加入をしていない者 
（７）社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するも

の）、船員保険、国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険をいう。）
の保険料の滞納がある者 

（８）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中である者 

（９）過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けてい
る者 

  （１０）資格審査申請書及び添付書類に虚偽の事実を記載したと認められる者。 
  （１１）経営の状況又は信用度が極度に悪化していると認められる者。 

  （１２）その他予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担

当官が定める資格を有していない者。 
 

３ 入札説明書及び契約条項を示す場所 
長野県長野市中御所一丁目２２－１ 長野労働局総務部総務課 会計第三係 

 
４ 開札の日時及び場所 

（１）  日 時 令和８年９月４日（金）１４時００分 

（２）場 所 長野県長野市中御所一丁目２２－１ 

          長野労働総合庁舎４階相談室 
 

【電子調達システム対応案件】 

＊原則、電子入札・電子契約とします。 



５ 入札方式 

本案件は、原則、「電子調達システム（ＧＥＰＳ）」において行う。なお、電子調達システ

ムによりがたい者は、発注者に申し出た場合に限り紙入札方式によることができる。 
 

６ 契約手続において使用する言語及び通貨 
日本語及び日本通貨に限る。 

 

７ 入札保証金及び契約保証金 
（１）入札保証金：会計法第２９条の４第１項ただし書及び予決令第７７条第

２号に基づき入札保証金は免除する。 
（２）契約保証金：会計法第２９条の９第１項ただし書及び予決令第１００条

の３第３号に基づき契約保証金は免除する。 
 

８ 契約書等作成の要否 

契約書の作成を要する。 
 

９ 入札の無効 
公告した一般競争参加者の資格のない者の入札及び入札に関する条項に違反

した入札は無効とする。 

 
10 落札者の決定方法 

予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低
価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

ただし、本案件は低入札価格調査制度を適用するものとし、低入札価格調査基準額を下回
る入札が行われた場合には、低入札価格調査を実施する。また、落札者となるべき者の入札

価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると

認められるとき、又はその者と契約することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あり著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって申込

みをした他の者のうち最低の価格をもって申込みをした者を契約の相手方とする場合があ
る。 

 

11 入札書の記載方法 
落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０パーセントに相当する

額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある場合は、その端数を切り捨てた金額と
する。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、入札説明書に定める様式３「入札書」により見積も
った契約金額の１１０分の１００に相当する金額を記載すること。 

   ※入札金額に係る費用の内訳書については、入札書に添付すること。 

 
12 入札説明書等の交付 

入札説明書は、以下のとおり長野労働局ホームページより取得すること 
「調達・売払情報」→「一般競争入札情報」→「令和８年度建築物定期点検業務

委託」  
  

13 入札参加希望者の提出書類 

入札説明書を取得し、本件一般競争入札に参加を希望する場合は、入札説明
書に定める様式５「入札参加適合条件証明書」、様式６「入札説明書受領書」、

様式７「保険料納付に係る申立書」、様式８「自己申告書」及び厚生労働省にお
ける令和７・８年度一般競争に係る「資格審査結果通知書」の写しを令和８年９

月３日（木）正午までに提出すること。 

 
 

 



 

14 その他 

 （１）現場説明会は実施しない。ただし、入札参加希望者で現場視察を希望する者は事前
に、長野労働局総務部総務課会計第三係（電話：026-223-0550）へ連絡し、日程の調整

を受けること 
（２）図面等資料の閲覧について 

図面等の資料について、入札前に閲覧を希望する者は、事前に長野労働局総務部総務

課会計第三係へ連絡すること。図面等の閲覧は、上記３に記載の所在地のみにおいて行
うことができるものとし、入札前の貸出しは行わない（落札者には貸出しを行う。）。 

       なお、希望する図面の閲覧が不可能な場合もある。 
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業 務 仕 様 書 
 

１．業務名：令和８年度 建築物定期点検業務委託 

 

２．履行場所及び点検対象物：（詳細は「建築物点検場所及び点検対象物一覧表」を参照） 

(1)  松本公共職業安定所（長野県松本市庄内３－６－２１） 

(2)  伊那公共職業安定所（長野県伊那市狐島４０９８－３） 

(3)  篠ノ井公共職業安定所（長野県長野市篠ノ井布施高田８２６－１） 

(4)  飯山公共職業安定所（長野県飯山市飯山１８６－４） 

(5)  木曽福島公共職業安定所（長野県木曽郡木曽町福島５０５６－１） 

(6) 佐久公共職業安定所（長野県佐久市原５６５－1） 

(7) 大町公共職業安定所（長野県大町市大町２７１５－４） 

(8) 須坂公共職業安定所（長野県須坂市墨坂２－２－１７） 

(9) 諏訪公共職業安定所（長野県諏訪市上川３－２５０３－１） 

(10) 岡谷地方合同庁舎（長野県岡谷市中央町１－８－４） 

(11) 労働省木曽職員宿舎（長野県木曽郡木曽町新開２４４２―２）  

 
３．履行期間：契約締結日から令和８年１２月１８日まで 

 

４．業務内容 

(1) 対象建物及び附帯施設について、次の点検を実施する。 

・ 建築基準法第１２条第２項又は官公庁施設の建設等に関する法律第１２条第１項に基づ

く点検。 

  ・ 建築基準法第１２条第４項又は官公庁施設の建設等に関する法律第１２条第２項に基づ

く建築設備等（昇降機除く）の点検。 

   ・ 官公庁施設の建設等に関する法律第１３条第１項に基づく「国家機関の建築物及びその

附帯施設の保全に関する基準」に規定する支障がない状態の確認。 

(2) 点検に当たっては、当局から貸与する図面及び資料を基に、国土交通省大臣官房官庁営繕部

保全指導室監修「建築保全業務共通仕様書（令和５年版）」（国土交通省ホームページ参照 

https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk3_000006.html）に準拠し点検を実施する。ま

た、各項目の点検方法及び判定基準については、「国土交通省告示第１３５０号」及び「国土

交通省告示第１３５１号」を参考とすること。 

(3) 点検を必要としない項目（当局において別途業務委託を行なっている点検等に該当する項目

等）については、「点検除外項目リスト」（別紙１）のとおりとする。 

(4) 点検項目については前項「点検除外項目リスト」（別紙１）を参照し、施設毎に「保全台帳

様式２（その１及びその２）」（別紙２）並びに「点検マニュアルチェックシート」（別紙３）

のとおりとし、点検結果を記載する。 



   なお、異常があった場合で、今後修繕等を行う必要があると判断された事項については、危

険性の度合いを判断し、修繕に係る優先順位付けを行い、「点検マニュアルチェックシート別

紙」（国土交通省大臣官房官庁営繕部保全指導室監修、別紙４）に記載するとともに、各施設

の図面を作成した上でチェックシート番号を明記する。 

(5) 上記(4)の各項目について、写真を撮影し、修繕計画を提案するとともに、当該修繕に係る

見積書を施設毎に作成する。 

 

５．一般事項 

    次に示す部位等で点検が困難なものにあっては、点検を省略できるものとするが、当該部位

等の状況から判断して支障がある状況にあると認められた場合には、支障がある状況を記録

する。 

 

   ○ 被覆材で覆われている柱、はり等の構造物 

   ○ 点検口のない天井裏又は容易に出入りできる点検口のない床下にあるもの 

   ○ 通電されていて点検することが危険である場所にあるもの 

○ 地中又はコンクリート等の中に埋設させているもの 

   ○ 運転を停止しなければ点検できない機器で、停止させることが困難な状況にあるもの 

   ○ 運転を停止することがきわめて困難な状況にある機器が付近に存在し、点検することが

危険である場所にあるもの 

   ○ 目視では点検が困難である足場のない外壁面、給排気塔、煙突、鉄塔等 

   ○ 屋外排水設備のます等で水中に没している部分 

   ○ その他物理的理由又は安全上の理由等から点検を行うことが困難な場所にあるもの 

 

６．成果物の提出 

  (1) 「保全台帳別紙２（その１及びその２）」（別紙２）、「点検マニュアルチェックシート」（別

紙３）及び「点検マニュアルチェックシート別紙」（別紙４） 

  (2) 図面（Ａ４又はＡ３とし、修繕等の必要がある箇所にチェックシート番号を明記したもの） 

  (3) 修繕等の必要な箇所に係る写真（デジタルカメラ等使用可） 

  (4) 修繕等を要する箇所に係る見積書 

 

７．一般事項 

  (1) 本受託業務において知り得た事項については、守秘義務が課せられるため、第三者に対

し一切を漏らしてはならない。 

  (2) 著作権、特許権その他第三者の権利の対象となっている点検方法等の使用に関しては、そ

の費用負担及び使用交渉の一切を受注者にて行う。 

  (3) 点検に必要な工具、計測機器等の機材は、設備機器に付属して設置されているものを除き、

受注者の負担とする。 

  (4) 点検実施者は、常に社員証等を携帯し、自社の制服(作業服)を着用する。 

  (5) 受託者は、本業務の履行に当たり、業務責任者の１名を定めるものとする。また、各点検

場所において最低１名以上次のいずれかの資格を有する者が従事することとし、事前に担



当者へ名簿及び経歴書（資格の写し共）の提出を行い、承諾を受けることとする。 

      ・ 一級建築士(全ての点検業務が可) 

      ・ 二級建築士(全ての点検業務が可) 

・ 特殊建築物等調査資格者(建築物の敷地及び構造の点検に必要) 

      ・ 建築設備検査資格者(昇降機以外の建築設備の点検に必要) 

  (6) 現場点検日時については、担当者と協議して決定する。 

     １施設における調査・点検は、原則として次のとおりとする。 

       臨場者１名（点検資格者）  点検１日 

       点検施設においては、施設担当者の指示に従うものとする。 

  (7) 本受託業務の実施に当たっては、あらかじめ担当者と十分協議の上、業務実施計画書を作

成する。 

    なお、業務実施計画書の作表に当たっては、工程・要員・実施体制・連絡体制などの計画

を盛り込むこととする。 

  (8) 各施設の図面については、現地での点検前に長野労働局総務部総務課にて、現存する図面

を閲覧又は担当者から必要な部分の貸与を受けるものとし、貸与を受けた図面については、

点検後速やかに返還する。 

     ただし、必要となる全ての図面が用意できない場合がある。 

  (9) 本受託業務の実施に当たっては、既存施設及び設備、その他の物品等、並びに外来者・職

員・住人等に対し、損害及び危害を及ぼさないよう十分注意する。 

     万一損害及び危害を与えた場合は、直ちに担当者に報告するとともに、これに係る損害の

復旧及び補償については、受託者の責任において速やかに原状回復を行なう。 

  (10) 本受託業務の実施に当たっては、適用を受ける関係法令等を遵守し、業務の円滑な遂行

を図るものとする。 

  (11) その他細部については、別途担当者との打合せによることとする。 

 



 

 

 

点 検 除 外 項 目 リ ス ト 

 

 

○ 空調設備（全施設点検不要） 

吸収式冷温水発生機 

冷却塔 

ユニット型空調機 

ファンコイルユニット 

給排気ファン 

      ポンプ 

全熱交換機 

膨張タンク 

受水槽 

 

○ 電気設備（全施設点検不要） 

受電設備（二次変電設備） 

電気使用場所の設備 

非常用予備発電装置 

 

○ 消防用設備（全施設点検不要） 

自動火災報知設備 

防火・排煙設備 

誘導灯設備、消火器設備 

ガス漏れ火災警報設備 

 

○ 警備用設備（全施設点検不要） 

異常感知装置 

自動通報装置 

 
 

仕様書の別紙２ 



・建築物の敷地及び構造

補強コンクリートブロック造の壁の室内
に面する部分の躯体の劣化及び損傷の
状況

○ ○ ○

組積造の壁の室内に面する部分の躯体
の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

○ ○
壁の室内
に面する
部分

躯体等 木造の壁の室内に面する部分の躯体の
劣化及び損傷の状況 ○

配管、風道等の区画
貫通部

区画貫通部の状況
○

○ ○

四
建築
物の
内部

防火区画 防火区画の外周部 延焼のおそれのある部分及び外壁で準
耐火構造又は耐火構造又は耐火構造と
しなければならない部分の開口部に設
けられた防火設備の劣化及び損傷の状
況

○

支持部分等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

○ ○

屋根 屋根の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

排水溝（ドレーン含む。）の劣化及び損
傷の状況

○ ○ ○

○ ○

笠木モルタル等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

○

機器及び工作物（冷却塔設備、
広告塔等）

機器、工作物本体及び接合部の劣化及
び損傷の状況

○

○ ○

屋上回り（屋上面を除く。） パラペットの立ち上り面の劣化及び損傷
の状況

○ ○

三
屋上
及び
屋根

屋上面 屋上面の劣化及び損傷の状況 ○

金属笠木の劣化及び損傷の状況 ○

支持部分等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

外壁に緊結された広
告板、空調室外機
等

機器本体の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

窓サッシ等 サッシ等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

コンクリート系パネル（帳壁を含む。）の
劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

金属系パネル（帳壁を含む。）の劣化及
び損傷の状況 ○ ○ ○

乾式工法によるタイル、石貼り等の劣化
及び損傷の状況 ○ ○ ○

○ ○ ○

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンク
リート造の外壁躯体の劣化及び損傷の
状況

○ ○ ○

鉄骨造の外壁躯体の劣化及び損傷の
状況 ○ ○ ○

補強コンクリートブロック造の外壁躯体
の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

○ ○

外壁 躯体等 木造の外壁躯体の劣化及び損傷の状
況 ○ ○ ○

○ ○

土台（木造に限る。） 土台の沈下等の状況 ○ ○ ○

基礎の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

外装仕上げ材等 タイル、石貼り等（乾式工法によるものを
除く。）、モルタル等の劣化及び損傷の
状況

○ ○二
建築
物の
外部

基礎 基礎の沈下等の状況 ○

土台の劣化及び損傷の状況 ○

組積造の外壁躯体の劣化及び損傷の
状況 ○

擁壁の水抜きパイプの維持保全の状況 ○ ○ ○

擁壁 擁壁の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

塀 組積造の塀又は補強コンクリートブロッ
ク造の塀等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

敷地 敷地内の排水の状況 ○ ○ ○

一
敷地
及び
地盤

地盤 地盤沈下等による不陸、傾斜等の状況 ○ ○ ○

支障の
有無

支障の場所
・内容等

点検実施年月 備考
今年度 前回

点検対象部位項目（点検項目）
分類（※）

有無 今回
対象建 官 保

年 月
 備　考

塔屋
 建物延べ面積 ㎡ 竣工年月
 建物構造 建物階数 地上 地下

建物基本情報

 建物名称（棟名） 棟番号

 点検者（組織名）
 点検者の資格区分 ・一級建築士 ・二級建築士 ・特殊建築物等調査資格者

 法定点検対象分類
 点検者分類 ・当該施設職員 ・当該施設以外の職員 ・外部委託

保全台帳 様式２（その１）
　点検記録（総括表）

点検基礎情報

 点検対象 ・敷地 ・建築物

仕様書の別紙２－１



備　考

※分類
建 ： 建築基準法により定期（３年周期）の点検が規定されている「建築物の敷地及び構造」に該当する部位項目
官 ： 官公法により定期（３年周期）の点検が規定されている「建築物の敷地及び構造」に該当する部位項目
保 ： 国土交通省告示により「支障のない状態」に保全することが規定されている「建築物の敷地及び建築物の各部等」に該当する部位項目

駐車場及び敷地内の通路 駐車場及び通路の状況 ○

建具 建具の状況 ○

メンテナンス用タラップ メンテナンス用タラップの状況 ○

○

屋内及び屋外の案内表示 案内表示の状況 ○

○

自動扉その他自動開閉するもの センサー、制動装置その他の安全装置
の状況 ○

付帯金物の劣化及び損傷の状況
○ ○ ○

煙突 建築物に設ける煙
突又は工作物で高
さ６ｍを超える煙突

煙突本体及び建築物との接合部の劣化
及び損傷の状況 ○ ○ ○

○ ○ ○

制振構造建築物の
制振装置

制振装置の状況
○

上部構造の可動の状況 ○ ○ ○

免震構造建築物の
免震層及び免震装
置

免震装置の劣化及び損傷の状況（免震
装置が可視状態にある場合に限る） ○ ○ ○

膜張力及びケーブル張力の状況 ○ ○

○ ○六
その
他

特殊な構
造等

膜構造建築物の膜
体、取付部材等

膜体及び取付部材の劣化及び損傷の
状況

避雷設備 避雷針、避雷導線等の劣化及び損傷の
状況

静隠を必要とする室 防音上支障を及ぼすき裂その他の状況

門 門の状況

排煙設備
等

防煙壁 防煙壁の劣化及び損傷の状況
○ ○ ○

非常用エレベーター 乗降ロビーの外気に向かって開くことが
できる窓の状況 ○ ○

特別避難階段 付室の外気に向かって開くことができる
窓の状況 ○ ○ ○

階段 階段 階段各部の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

避難器具の操作性の確保の状況 ○ ○ ○

五
避難
施設
等

避難上有効なバルコニー 手すり等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

○

○石綿等を添加した建築材料 吹付け石綿等の劣化の状況 ○ ○

囲い込み又は封じ込めによる飛散防止
措置の劣化及び損傷の状況 ○ ○

照明器具、懸垂物等 照明器具、懸垂物等の落下防止対策の
状況 ○ ○ ○

○○

○防火設備（防火戸、シャッターそ
の他これらに類するものに限
る。）

本体と枠の劣化及び損傷の状況 ○ ○

防火設備の閉鎖又は作動の状況 ○

天井 難燃材料又は準不
燃材料を必要とする
仕上げの室内に面
する部分

室内に面する部分の仕上げの劣化及び
損傷の状況

○ ○ ○

床点検口 著しいがたつき又は開閉の状況 ○

視覚障害者誘導用
ブロック

建築材料の剥離、浮き又は変退色等の
状況 ○

二重床 設置の状況 ○

ビニル製その他床材 建築材料の剥離又は浮き等の状況 ○

耐火建築物とするこ
とを要しない建築物
の床、耐火構造の床
又は準耐火構造の
床（防火区画を構成
する床に限る。）

部材の劣化及び損傷の状況

○ ○ ○

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンク
リート造の床躯体の劣化及び損傷の状
況

○ ○ ○

鉄骨造の床躯体の劣化及び損傷の状
況 ○ ○ ○

床 躯体等 木造の床躯体の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

鉄骨の耐火被覆の劣化及び損傷の状
況 ○ ○ ○

耐火建築物とするこ
とを要しない建築物
の壁、耐火構造の壁
又は準耐火構造の
壁（防火区画を構成
する壁に限る。）

部材の劣化及び損傷の状況

○ ○ ○

○ ○

鉄骨造の壁の室内に面する部分の躯体
の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

○

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンク
リート造の壁の室内に面する部分の躯
体の劣化及び損傷の状況



排煙風道の断熱の状況 ○ ○ ○

○ ○ ○

排煙風道及び給気風道との接続の状況 ○ ○ ○
排煙口及び給気口の取付けの状況 ○ ○ ○

○○ ○五
排煙
設備

排煙機 外観 排煙機及び給気送風機の設置の状況

排煙風道及び給気風道の劣化及び損
傷の状況

連動型防火ダンパーの煙感知器、熱煙
複合式感知器及び熱感知器との連動の
状況

○

防火ダンパーの劣化及び損傷の状況
○

防火ダンパーの作動の状況
○

四
上記
以外
の室
に設
けられ
た防
火ダ
ン
パー

防火ダンパー等 防火ダンパーの取付けの状況
○

連動型防火ダンパーの煙感知器、熱煙
複合式感知器及び熱感知器との連動の
状況

○ ○ ○

防火ダンパーの劣化及び損傷の状況

○ ○ ○

防火ダンパーの作動の状況

○ ○ ○

三
無窓
の居
室、火
気を
使用
する
ため
に換
気設
備が
設けら
れた
室又
は避
難階
段等
の付
室に
設けら
れた
防火
ダン
パー

防火ダンパー等 防火ダンパーの取付けの状況

○ ○ ○

○

○

○空気調和設備の主
要機器及び配管の
外観

主要機器の設置の状況
主要機器及び配管の劣化及び損傷の状
況
空気調和設備の運転の状況

性能 中央管理方式による制御及び作動状態
の監視の状況

○

排気筒及び煙突の断熱の状況 ○

排気筒、排気フード及び煙突の取付け
の状況

○

給気機及び排気機の設置の状況 ○
風道の取付けの状況 ○

給気口、排気口及び居室内の空気の取
り入れ口の取付けの状況

○

○
二
上記
以外
の室
に設
けられ
た換
気設
備及
び空
調設
備

自然換気
設備、機械
換気設備
及び空気
調和設備

外観 外気取り入れ口及び排気口の取付けの
状況

空気調和設備の運転の状況 ○ ○ ○

○ ○ ○

空気調和設備（中央
管理方式に限る。）
の主要機器及び配
管の外観

主要機器の設置の状況 ○ ○ ○

○ ○ ○

排気筒及び煙突の断熱の状況 ○ ○ ○

排気筒、排気フード及び煙突の取付け
の状況

○ ○ ○

○ ○ ○
風道の取付けの状況 ○ ○ ○

給気口、排気口及び居室内の空気の取
り入れ口の取付けの状況

○ ○ ○

○ ○ ○
一
無窓
の居
室又
は火
気を
使用
する
室に
設けら
れた
換気
設備

自然換気
設備及び
機械換気
設備（中央
管理方式
の空気調
和設備を
含む。）

外観 外気取り入れ口及び排気口の取付けの
状況

給気機及び排気機の設置の状況

性能 中央管理方式による制御及び作動状態
の監視の状況

主要機器及び配管の劣化及び損傷の状
況

支障の
有無

支障の場所
・内容等

点検実施年月
備考

今年度 前回
点検対象部位項目（点検項目）

分類（※）
有無

今回
対象建 官 保

年 月
 備　考

塔屋
 建物延べ面積 ㎡ 竣工年月
 建物構造 建物階数 地上 地下

建物基本情報

 建物名称（棟名） 棟番号

・建築設備検査資格者

・外部委託
 点検者（組織名）

・昇降機検査資格者 点検者の資格区分 ・一級建築士 ・二級建築士

 法定点検対象分類 ・建築設備（昇降機以外） ・昇降機
 点検者分類 ・当該施設職員 ・当該施設以外の職員

保全台帳 様式２（その２）
　点検記録（総括表）

点検基礎情報

 点検対象 ・建築物

仕様書の別紙２－２



建 ： 建築基準法により定期（１年周期）の点検が規定されている「建築設備」に該当する部位項目
官 ： 官公法により定期（１年周期）の点検が規定されている「建築設備」に該当する部位項目
保 ： 国土交通省告示により「支障のない状態」に保全することが規定されている「建築物の敷地及び建築物の各部等」に該当する部位項目

備　考

※分類

九
その
他

昇降機 昇降機の状況 ○

オイルタンク オイルタンクの状況 ○
流し台 流し台の状況 ○
コンロ コンロの状況 ○
ガス漏れ火災警報設備 ガス漏れ火災警報設備の状況 ○
自動火災報知設備 自動火災報知設備の状況 ○
不活性ガス消火設備等 不活性ガス消火設備等の状況 ○
スプリンクラー設備等 スプリンクラー設備等の状況 ○
屋内消火栓設備 屋内消火栓設備の状況 ○
外灯 外灯の状況 ○
分電盤・制御盤 分電盤・制御盤の状況 ○
自家発電設備（常用） 自家発電設備（常用）の状況 ○
受変電設備 受変電設備の状況 ○
電気配線 電気配線の状況 ○
ケーブルラック・バスダクト ケーブルラック・バスダクトの状況 ○
コンセント、スイッチ コンセント、スイッチの状況 ○

照明器具 照明器具の状況 ○

非常用エレベーター 非常用エレベータの作動の状況 ○ ○

○
排水管 間接排水の状況 ○ ○ ○
衛生器具 衛生器具の取付けの状況 ○ ○ ○

排水再利用配管設
備（中水道を含む。）

雑用水タンク、ポンプ等の設置の状況
○ ○ ○

排水設備 排水槽 排水漏れの状況 ○ ○ ○

電気給湯器の状況 ○ ○ ○
ガス湯沸器の煙突及び給排気部の状況 ○ ○ ○

給湯設備（循環ポン
プを含む。）

ガス湯沸器の状況 ○ ○ ○

散水用水栓の状況 ○

給水ポンプの運転の状況 ○ ○ ○

給水設備 飲料用の給水・貯水
タンク（以下「給水タ
ンク等」という。）及び
給水ポンプ

給水タンク等の腐食及び漏水の状況 ○ ○ ○

○
八
給水
及び
排水
設備

配管（隠蔽部分及び埋設部分を
除く。）

配管の腐食及び漏水の状況
○ ○

コンプレッサー、燃料ポンプ、冷却水ポ
ンプ等の補機類の作動の状況

○ ○ ○

給排気の状況（屋内に設置されている場
合に限る。）

○ ○ ○

排気の状況 ○ ○ ○
○
○
○性能 電源の切替えの状況 ○ ○

始動及び停止の状況 ○ ○
運転の状況 ○ ○

接地線の接続の状況 ○ ○ ○
自家用発電装置の取付けの状況 ○ ○ ○

計器類及びランプ類の指示及び点灯の
状況

○ ○ ○

燃料及び冷却水の漏洩の状況 ○ ○ ○

セル始動用蓄電池の電解液及び電気
ケーブルの接続の状況

○ ○ ○

○ ○七
自家
用発
電装
置

自家用発
電装置

外観 発電機及び原動機の状況 ○

電池内蔵
形

非常用照明の充電ランプの点灯の状況
○ ○ ○

電源別置
形及び自
家用発電
装置

常用の電源から蓄電池設備への切替え
の状況

○ ○ ○

電池内蔵
形、電源別
置形及び
自家用発
電装置

性能 予備電源への切替え及び非常用照明の
点灯の状況

○ ○ ○

キュービクルの取付けの状況 ○ ○ ○
○ ○六

予備
電源
（自家
用発
電装
置を
含
む。）

電源別置形外観 蓄電池の設置の状況 ○

中央管理方式による制御及び作動状態
の監視の状況

○ ○ ○

可動防煙壁の状況 ○ ○ ○
煙感知器による連動の状況 ○ ○ ○
手動降下装置による連動の状況 ○ ○ ○

可動防煙壁 手動降下装置の作動の状況 ○ ○ ○

計器類及びランプ類の指示及び点灯の
状況

○ ○ ○

運転の状況 ○ ○ ○
性能 始動及び停止の状況 ○ ○ ○

接地線の接続の状況 ○ ○ ○
○ ○ ○

給気管及び排気管の取付けの状況 ○ ○ ○

セル始動用蓄電池の電解液及び電気
ケーブルの接続の状況

○ ○ ○

○
煙感知器による作動の状況 ○ ○ ○
手動開放装置による開放の状況 ○ ○ ○

○ ○ ○

電源を必要とする排煙機及び給気送風
機の予備電源による作動の状況

○ ○ ○

排煙機、排煙口及び給気口の作動の状
況

○ ○ ○

作動の状況 ○ ○ ○
性能 排煙口の開放との連動起動の状況 ○ ○ ○

エンジン直
結の排煙
機

外観 直結エンジンの設置の状況

Ｖベルト

○ ○

中央管理方式による制御及び作動状態
の監視の状況



・建築物の敷地及び構造

保全台帳 様式２（その１）
　点検記録（総括表）

点検基礎情報

 点検対象 ・敷地 ・建築物
 法定点検対象分類
 点検者分類 ・当該施設職員 ・当該施設以外の職員 ・外部委託
 点検者（組織名）
 点検者の資格区分 ・一級建築士 ・二級建築士 ・特殊建築物等調査資格者

建物基本情報

 建物名称（棟名） 　●●●●庁舎 棟番号 　●●●
1 地下 塔屋 建物構造 　木造 建物階数 地上

 建物延べ面積 250 ㎡ 竣工年月 昭和４０ 年 7 月
 備　考

点検実施年月
備考

今年度 前回
点検対象部位項目（点検項目）

分類（※）
有無

今回
対象建 官

一
敷地
及び
地盤

地盤 地盤沈下等による不陸、傾斜等の状況 ○

支障の
有無

支障の場所
・内容等保

無

擁壁

2008/12/1 2005/12/1○ ○ ○ ○

敷地 敷地内の排水の状況 ○ ○ ○ ○ ○ 有 敷地西側角・陥没

塀 組積造の塀又は補強コンクリートブロッ
ク造の塀等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ ○ ○ 無 2008/12/1 2005/12/1

2008/12/1 2005/12/1

－

－擁壁の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － －

擁壁の水抜きパイプの維持保全の状況 ○ ○ ○ － －

二
建築
物の
外部

基礎 基礎の沈下等の状況 ○

土台の劣化及び損傷の状況

組積造の外壁躯体の劣化及び損傷の
状況 ○

外装仕上げ材等 タイル、石貼り等（乾式工法によるものを
除く。）、モルタル等の劣化及び損傷の
状況

－

○ 無土台（木造に限る。） 土台の沈下等の状況

○

○ ○ － －

○

○ ○ ○ ○

基礎の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － － －

2008/12/1 2005/12/1

2008/12/1 2005/12/1○ ○ ○ ○

○ ○ 無

有
庁舎南西角床下土台・
腐食　その他

2008/12/1 2005/12/1
外壁 躯体等 木造の外壁躯体の劣化及び損傷の状

況 ○ ○

－○ ○ － －

補強コンクリートブロック造の外壁躯体
の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － － －

－

鉄骨造の外壁躯体の劣化及び損傷の
状況 ○ ○ ○ － － －

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンク
リート造の外壁躯体の劣化及び損傷の
状況

○ ○ ○ － －

－ －○ ○ ○ －

乾式工法によるタイル、石貼り等の劣化
及び損傷の状況 ○ ○ ○ － － －

金属系パネル（帳壁を含む。）の劣化及
び損傷の状況 ○ ○ ○ －

コンクリート系パネル（帳壁を含む。）の
劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

－ －

窓サッシ等 サッシ等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ ○ ○

－ －

無 2008/12/1 2005/12/1

－

－

外壁に緊結された広
告板、空調室外機
等

機器本体の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － － －

支持部分等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － －

三
屋上
及び
屋根

屋上面 屋上面の劣化及び損傷の状況 ○

金属笠木の劣化及び損傷の状況 ○

機器及び工作物（冷却塔設備、
広告塔等）

機器、工作物本体及び接合部の劣化及
び損傷の状況

○

笠木モルタル等の劣化及び損傷の状況

－

－○ ○ － －

－

屋上回り（屋上面を除く。） パラペットの立ち上り面の劣化及び損傷
の状況

○ ○ ○ － －

○ ○ ○ － －

－○ ○ － －

○ 無

排水溝（ドレーン含む。）の劣化及び損
傷の状況

○ ○ ○ － － －

屋根 屋根の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ ○ 2008/12/1 2005/12/1

－○ ○ － －

○ －

支持部分等の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － － －

四
建築
物の
内部

防火区画 防火区画の外周部 延焼のおそれのある部分及び外壁で準
耐火構造又は耐火構造又は耐火構造
としなければならない部分の開口部に
設けられた防火設備の劣化及び損傷の
状況

○ ○

木造の壁の室内に面する部分の躯体の
劣化及び損傷の状況 ○

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンク
リート造の壁の室内に面する部分の躯
体の劣化及び損傷の状況

○

－ －

配管、風道等の区画
貫通部

区画貫通部の状況
○ － － －

無 2008/12/1 2005/12/1○ ○ ○ ○

組積造の壁の室内に面する部分の躯体
の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － － －

－

－
補強コンクリートブロック造の壁の室内
に面する部分の躯体の劣化及び損傷の
状況

○ ○ ○ － －

鉄骨造の壁の室内に面する部分の躯体
の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○ － －

－○ ○ － －

壁の室内
に面する
部分

躯体等

その部位が当該施設に有るか無
いかについて「○」、「－」等の記
号により区別する。

その部位が今回の点検対象であ
るかどうかについて「○」、「－」
等の記号により区別する。なお、
法定部分のみ点検対象とする場
合は「◎」等によりさらに区別す
る。
（本例は存在する全部位につい

仕様書の別紙２－１ （記入例）



耐火建築物とするこ
とを要しない建築物
の壁、耐火構造の壁
又は準耐火構造の
壁（防火区画を構成
する壁に限る。）

部材の劣化及び損傷の状況

○ ○ ○ － － －

○ ○ －

床 躯体等 木造の床躯体の劣化及び損傷の状況 ○

鉄骨造の床躯体の劣化及び損傷の状
況 ○ ○

－ －

無 2008/12/1

鉄骨の耐火被覆の劣化及び損傷の状
況 ○

2005/12/1○ ○ ○ ○

○ － － －

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンク
リート造の床躯体の劣化及び損傷の状
況

○ ○ ○ － －

耐火建築物とするこ
とを要しない建築物
の床、耐火構造の床
又は準耐火構造の
床（防火区画を構成
する床に限る。）

部材の劣化及び損傷の状況

○ ○ ○ － －

－

－

ビニル製その他床材 建築材料の剥離又は浮き等の状況 ○ － － －

○ － － －

視覚障害者誘導用
ブロック

建築材料の剥離、浮き又は変退色等の
状況 ○ －

設置の状況二重床

2008/12/1 2005/12/1床点検口 著しいがたつき又は開閉の状況 ○

－ －

－ － －

無○ ○

天井 難燃材料又は準不
燃材料を必要とする
仕上げの室内に面
する部分

室内に面する部分の仕上げの劣化及び
損傷の状況

○ ○ ○

防火設備（防火戸、シャッターそ
の他これらに類するものに限
る。）

本体と枠の劣化及び損傷の状況 ○ ○

防火設備の閉鎖又は作動の状況 ○ ○

○ － － －

○ － － －

○ ○ ○ 無
照明器具、懸垂物等 照明器具、懸垂物等の落下防止対策の

状況 ○ ○

囲い込み又は封じ込めによる飛散防止
措置の劣化及び損傷の状況 ○ ○

2008/12/1 2005/12/1

－

○ － － －

○ － －

五
避難
施設
等

避難上有効なバルコニー 手すり等の劣化及び損傷の状況 ○

石綿等を添加した建築材料 吹付け石綿等の劣化の状況 ○ ○

○ ○ － －

避難器具の操作性の確保の状況 ○ ○ ○ － － －

－

階段 階段 階段各部の劣化及び損傷の状況 ○ ○ ○

特別避難階段 付室の外気に向かって開くことができる
窓の状況 ○ ○ － － －

－－ －

非常用エレベーター 乗降ロビーの外気に向かって開くことが
できる窓の状況 ○ ○

○

－ － －

－－ －

排煙設備
等

防煙壁 防煙壁の劣化及び損傷の状況
○ ○ ○

六
その
他

特殊な構
造等

膜構造建築物の膜
体、取付部材等

膜体及び取付部材の劣化及び損傷の
状況

避雷設備 避雷針、避雷導線等の劣化及び損傷の
状況

静隠を必要とする室 防音上支障を及ぼすき裂その他の状況

門 門の状況

－ －○ ○ －

膜張力及びケーブル張力の状況 ○ ○ － － －

免震構造建築物の
免震層及び免震装
置

免震装置の劣化及び損傷の状況（免震
装置が可視状態にある場合に限る） ○ ○ ○ － － －

上部構造の可動の状況 ○ ○ ○ － － －

制振構造建築物の
制振装置

制振装置の状況
○ －

○ ○ ○ －

－ －

－ －

－ －

－
建築物に設ける煙
突又は工作物で高
さ６ｍを超える煙突

煙突本体及び建築物との接合部の劣化
及び損傷の状況 ○ ○ ○

付帯金物の劣化及び損傷の状況
○ ○ ○

－ －

－ － －

自動扉その他自動開閉するもの センサー、制動装置その他の安全装置
の状況 ○ －

煙突

－ －○ －

屋内及び屋外の案内表示 案内表示の状況 ○ －

○ ○

－ －

○ 無 2008/12/1 2005/12/1

2005/12/1

メンテナンス用タラップ メンテナンス用タラップの状況 ○ －

建具 建具の状況

駐車場及び敷地内の通路 駐車場及び通路の状況

－ －

2008/12/1○ ○ ○ 無

2008/12/1 2005/12/1○ ○ ○ 無

備　考

※分類
建 ： 建築基準法により定期（３年周期）の点検が規定されている「建築物の敷地及び構造」に該当する部位項目
官 ： 官公法により定期（３年周期）の点検が規定されている「建築物の敷地及び構造」に該当する部位項目
保 ： 国土交通省告示により「支障のない状態」に保全することが規定されている「建築物の敷地及び建築物の各部等」に該当する部位項目



保全台帳 様式２（その２）
　点検記録（総括表）

点検基礎情報

 点検対象 ・建築物
 法定点検対象分類 ・建築設備（昇降機以外） ・昇降機
 点検者分類 ・当該施設職員 ・当該施設以外の職員

・建築設備検査資格者

・外部委託
 点検者（組織名）

・昇降機検査資格者 点検者の資格区分 ・一級建築士 ・二級建築士

建物基本情報

 建物名称（棟名） 　●●●●庁舎 棟番号 　●●●
1 地下 塔屋 建物構造 　木造 建物階数 地上

 建物延べ面積 250 ㎡ 竣工年月 昭和４０ 年 7 月
 備　考

点検対象部位項目（点検項目）
分類（※）

有無
今回
対象建 官 保

支障の
有無

支障の場所
・内容等

点検実施年月
備考

今年度 前回
一
無窓
の居
室又
は火
気を
使用
する
室に
設けら
れた
換気
設備

自然換気
設備及び
機械換気
設備（中央
管理方式
の空気調
和設備を
含む。）

外観 外気取り入れ口及び排気口の取付けの
状況

給気機及び排気機の設置の状況

性能 中央管理方式による制御及び作動状態
の監視の状況

主要機器及び配管の劣化及び損傷の状
況

風道の取付けの状況

排気筒及び煙突の断熱の状況

－○ ○ ○ －

給気口、排気口及び居室内の空気の取
り入れ口の取付けの状況

○ ○ ○ － － －

－

○ ○ ○ － －
○ ○ ○ －

－

－

－ －

－

排気筒、排気フード及び煙突の取付け
の状況

○ ○ ○ － －

○ ○ ○ － －

－ －

－

○ ○ ○ －

主要機器の設置の状況 ○ ○ ○ －

－ －

－

○ ○ ○ －

二
上記
以外
の室
に設
けられ
た換
気設
備及
び空
調設
備

自然換気
設備、機械
換気設備
及び空気
調和設備

外観 外気取り入れ口及び排気口の取付けの
状況

空気調和設備の運転の状況

空気調和設備（中央
管理方式に限る。）
の主要機器及び配
管の外観

無○

○ ○ 無

－○ ○ ○ － －

○ 2008/12/1 2007/12/1

給気口、排気口及び居室内の空気の取
り入れ口の取付けの状況

○ ○

無 2008/12/1 2007/12/1
無

2008/12/1

風道の取付けの状況 ○

2007/12/1

給気機及び排気機の設置の状況 ○ ○ ○
2008/12/1 2007/12/1

－ － －

○ ○

排気筒、排気フード及び煙突の取付け
の状況

○

排気筒及び煙突の断熱の状況 ○ －
性能 中央管理方式による制御及び作動状態

の監視の状況

－ －

○ － － －

空気調和設備の主
要機器及び配管の
外観

主要機器の設置の状況
主要機器及び配管の劣化及び損傷の状
況
空気調和設備の運転の状況

会議室用エアコン屋外
機の架台・腐食 2008/12/1 2007/12/1○ ○ ○ 有

2008/12/1 2007/12/1○ ○ ○ 無

防火ダンパーの取付けの状況

○

2008/12/1 2007/12/1○ ○ ○ 無

－○ ○ － －

防火ダンパーの作動の状況

○ ○ ○ － － －

防火ダンパーの劣化及び損傷の状況

○ ○ ○ － － －

連動型防火ダンパーの煙感知器、熱煙
複合式感知器及び熱感知器との連動の
状況

○ ○ ○ －

四
上記
以外
の室
に設
けられ
た防
火ダ
ン
パー

防火ダンパー等 防火ダンパーの取付けの状況

－ －

三
無窓
の居
室、火
気を
使用
する
ため
に換
気設
備が
設けら
れた
室又
は避
難階
段等
の付
室に
設けら
れた
防火
ダン
パー

防火ダンパー等

－○ － －

防火ダンパーの作動の状況
○ － － －

－

防火ダンパーの劣化及び損傷の状況
○ － － －

連動型防火ダンパーの煙感知器、熱煙
複合式感知器及び熱感知器との連動の
状況

○ － －

五
排煙
設備

排煙機 外観 排煙機及び給気送風機の設置の状況

排煙風道及び給気風道の劣化及び損
傷の状況

－ －○ ○ ○ －

－
排煙口及び給気口の取付けの状況 ○ ○ ○ － － －
排煙風道及び給気風道との接続の状況 ○ ○ ○ － －

－ －○ ○ ○ －

排煙風道の断熱の状況 ○ ○ ○ － － －

その部位が当該施設に有るか無
いかについて「○」、「－」等の記
号により区別する。

その部位が今回の点検対象であ
るかどうかについて「○」、「－」
等の記号により区別する。なお、
法定部分のみ点検対象とする場
合は「◎」等によりさらに区別す
る。
（本例は存在する全部位につい

仕様書の別紙２－２ （記入例）



中央管理方式による制御及び作動状態
の監視の状況

エンジン直
結の排煙
機

外観 直結エンジンの設置の状況

Ｖベルト

性能 排煙口の開放との連動起動の状況 ○ ○ ○ － － －
作動の状況 ○ ○ ○ －

－

排煙機、排煙口及び給気口の作動の状
況

○ ○ ○ － － －

－ －

電源を必要とする排煙機及び給気送風
機の予備電源による作動の状況

○ ○ ○ － －

－ －○ ○ ○ －

－
－手動開放装置による開放の状況 ○ ○ ○ － －

煙感知器による作動の状況 ○ ○ ○ － －
－ －○ ○ ○ －

－

－

－

セル始動用蓄電池の電解液及び電気
ケーブルの接続の状況

○ ○ ○ － －

－ －
給気管及び排気管の取付けの状況 ○ ○ ○ －

○ ○ － －
○ ○ ○ －

性能 始動及び停止の状況 ○ ○ ○ － －
接地線の接続の状況 ○

－
－

運転の状況 ○ ○ ○ － － －
計器類及びランプ類の指示及び点灯の
状況

○ ○ ○ － － －

可動防煙壁 手動降下装置の作動の状況 ○ ○ ○ － － －
手動降下装置による連動の状況 ○ ○ ○ － － －
煙感知器による連動の状況 ○ ○ ○ － － －
可動防煙壁の状況 ○ ○ ○ －
中央管理方式による制御及び作動状態
の監視の状況

○ ○ ○ －

－ －

六
予備
電源
（自家
用発
電装
置を
含
む。）

電源別置形外観 蓄電池の設置の状況 ○ ○ ○

－

－ － －

－

キュービクルの取付けの状況 ○ ○ ○ －
電池内蔵
形、電源別
置形及び
自家用発
電装置

性能 予備電源への切替え及び非常用照明の
点灯の状況

○ ○

－ －

－

電源別置
形及び自
家用発電
装置

常用の電源から蓄電池設備への切替え
の状況 ○ ○ ○ －

○ － －

－

電池内蔵
形

非常用照明の充電ランプの点灯の状況
○ ○ ○

－

○ ○ － －

－－ －

－七
自家
用発
電装
置

自家用発
電装置

外観 発電機及び原動機の状況 ○
セル始動用蓄電池の電解液及び電気
ケーブルの接続の状況

○ ○ ○ － － －

－

燃料及び冷却水の漏洩の状況 ○ ○ ○ － －
計器類及びランプ類の指示及び点灯の
状況

○ ○ ○ － －

接地線の接続の状況

－

－ － －自家用発電装置の取付けの状況 ○ ○ ○
○ ○ ○ － － －

性能 電源の切替えの状況 ○ ○
始動及び停止の状況 ○ ○
運転の状況 ○ ○

○ － － －
○ － － －

給排気の状況（屋内に設置されている場
合に限る。）

○ － － －
－ － －排気の状況 ○ ○ ○

○ ○ ○ － － －

－ － －
コンプレッサー、燃料ポンプ、冷却水ポ
ンプ等の補機類の作動の状況

○ ○ ○

八
給水
及び
排水
設備

配管（隠蔽部分及び埋設部分を
除く。）

配管の腐食及び漏水の状況
○ ○ ○ ○

－ －

○ 無 2008/12/1

－給水設備 飲料用の給水・貯水
タンク（以下「給水タ
ンク等」という。）及び
給水ポンプ

給水タンク等の腐食及び漏水の状況 ○ ○ ○

2007/12/1

給水ポンプの運転の状況 ○ ○ ○ － － －

散水用水栓の状況 ○ ○

給湯設備（循環ポン
プを含む。）

ガス湯沸器の状況 ○ ○ ○ ○ ○ 無 2008/12/1 2007/12/1

2008/12/1 2007/12/1○ 無

ガス湯沸器の煙突及び給排気部の状況 ○ ○ ○ ○ ○ 無 2008/12/1 2007/12/1
電気給湯器の状況 ○ ○ ○ － － －

排水設備 排水槽 排水漏れの状況 ○ ○ ○ － － －

2007/12/1

排水再利用配管設
備（中水道を含む。）

雑用水タンク、ポンプ等の設置の状況
○ ○ ○ －

排水管 間接排水の状況 ○ ○

－ －

2008/12/1衛生器具 衛生器具の取付けの状況 ○ ○ ○ ○ ○ 無

○ － － －

－○ － －

非常用エレベーター 非常用エレベータの作動の状況 ○ ○ － － －

照明器具 照明器具の状況 ○ ○ ○ 無 2008/12/1 2007/12/1

コンセント、スイッチ コンセント、スイッチの状況 ○ ○ ○ 無

ケーブルラック・バスダクト ケーブルラック・バスダクトの状況 ○ ○ ○ 無 2008/12/1 2007/12/1

2008/12/1 2007/12/1

電気配線 電気配線の状況 ○ ○ ○

受変電設備 受変電設備の状況 ○ － － －

2008/12/1 2007/12/1無

自家発電設備（常用） 自家発電設備（常用）の状況 ○ － － －

分電盤・制御盤 分電盤・制御盤の状況 ○ ○ ○ 無 2008/12/1 2007/12/1

外灯 外灯の状況 ○

屋内消火栓設備 屋内消火栓設備の状況 ○

○ ○ 無

－ －
－ － －

－ －

2008/12/1 2007/12/1

スプリンクラー設備等 スプリンクラー設備等の状況 ○ －

不活性ガス消火設備等 不活性ガス消火設備等の状況 ○ －
2008/10/1 2007/10/1自動火災報知設備 自動火災報知設備の状況 ○ ○ － 無

○ ○ － 無 消防点検済

コンロ コンロの状況 ○ ○ 無
ガス漏れ火災警報設備の状況

消防点検済

ガス漏れ火災警報設備

2007/12/1
2008/12/1 2007/12/1
2008/10/1 2007/10/1

流し台 流し台の状況 ○ ○
○

－ －
無 2008/12/1○

昇降機 昇降機の状況 ○

オイルタンク オイルタンクの状況 ○ －

建 ： 建築基準法により定期（１年周期）の点検が規定されている「建築設備」に該当する部位項目
官 ： 官公法により定期（１年周期）の点検が規定されている「建築設備」に該当する部位項目
保 ： 国土交通省告示により「支障のない状態」に保全することが規定されている「建築物の敷地及び建築物の各部等」に該当する部位項目

備　考

※分類

九
その
他

他法令に基づく点検等をもって

本点検の実施に代える場合の例



別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

基礎

制振装置

木造

組積造（補強コンクリートブロッ
ク造を除く。）

補強コンクリートブロック造

点検部位

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

補強コンクリートブロックにき
裂、はく落、欠損等がないか。
【目視】

鉄筋のさび汁が出ていないか。
【目視】

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

土台に著しい腐朽、変形等がない
か。【目視】

基礎との緊結部にゆるみ、変形、
傾斜がないか。【目視】

木造の外部に面する柱、はり等の
木部分に著しい腐朽、蟻害、変形
等がないか。【目視】

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

れんが、石等の仕上げ材に著しい
き裂、脱落、欠損、移動がない
か。【目視】

点検マニュアルチェックシート

周辺地盤と比較して沈下又は隆
起、き裂その他損傷はないか。
【目視】

免震装置に著しいき裂、変形、腐
食、接合部のゆるみがないか。
【目視】

制振装置に著しいき裂、変形、腐
食、接合部にゆるみがないか。
【目視】

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

無 有

基礎

無 有

有

木造

無 有

木造

制振装置

無

無 有

無 有

無 有

無 有無 有

組積造 組積造

無 有

無 有 無 有

補強コンクリー
トブロック造

補強コンクリー
トブロック造

補強コンクリー
トブロック造

無 有

無 有

補強コンクリー
トブロック造

補強コンクリー
トブロック造

無 有

無 有

無 有

無 有 無 有 無 有

無 有 無 有

仕様書の別紙３

1



別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

鉄骨造

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋
コンクリート造

敷地

柱、はりに変形がないか。【目
視】

柱、はり、筋かい及びアンカーボ
ルトに著しい損傷、さび等の腐食
がないか。【目視】

耐火被覆材にはく離がないか。
【目視】

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

鉄骨造の鉄骨等にさび等の腐食が
ないか。【目視】

柱脚部のコンクリートに著しいき
裂がないか。【目視】

鉄骨造 鉄骨造 鉄骨造 鉄骨造 鉄骨造

無 有

無 有 無 有

無 有

無 有

無 有

無 有 無 有

無 有 無 有 無 有 無 有

無 有

無 有

無 有 無 有

無 有

鉄筋コンクリート造
及び鉄骨鉄筋コンク

リート造

鉄筋コンクリート造
及び鉄骨鉄筋コンク

リート造

鉄筋コンクリート造
及び鉄骨鉄筋コンク

リート造

鉄筋コンクリート造
及び鉄骨鉄筋コンク

リート造

鉄筋コンクリート造
及び鉄骨鉄筋コンク

リート造

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

無 有

鉄筋コンクリート造等のコンク
リート部分に白華、さび、き裂、
はく落、欠損等は見られないか。
【目視】

無 有

有

無 有

無 有

鉄筋のさび汁が出ていないか。
【目視】

柱、はり等の主要構造部コンク
リートに著しいき裂がないか。
【目視】

柱、はりに変形がないか。【目
視】

無

有

無 有無 有

無 有

無 有 無 有無 有

無 有

無 有無

敷地内に不陸や傾斜、き裂、陥
没、隆起等により裂け目が発生す
るなど相対的な著しい段差がない
か。(舗装部分を除く)【目視】

舗装の不陸、傾斜、陥没や舗装面
又は舗装仕上げ材のはく離等の著
しい損傷はないか。【目視】

無 有

無 有

敷地

2



別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

ます

擁壁等

塀

電気ハンドホール内に水が溜まっ
ていて、漏電などのおそれがない
か。【目視】

桝ふた、マンホールなどにがたつ
きがないか。【目視】【歩行確
認】

無 有

無 有

雨水桝や汚水桝などに排水不良や
損傷はないか。また、桝内の清掃
状況は良好か。【目視】 無 有

側溝に著しい傾き、損傷はない
か。また、清掃状況は良好か。
【目視】 無 有

有

ます

擁壁の著しい傾き、き裂、はらみ
等はないか。【目視】

擁壁に転倒等のおそれはないか。
【目視】

擁壁等

塀に著しい傾き、又はぐらつき等
がないか。【目視】（触手）

水抜き穴のつまりはないか。【目
視】

無

コンクリート、ブロック等の塀に
著しいき裂等の劣化、損傷あるい
は傾き等はないか。【目視】

塀と控え柱・壁の接続部に著しい
き裂等がないか、又は離れていな
いか。【目視】

金属フェンス等に著しい変形、破
損、さび、腐食、ゆるみ等はない
か。【目視】

基礎部が陥没するなど塀基礎部と
周辺地盤との間に相対的な著しい
沈下又は隆起がないか。【目視】

有

無 有

無

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

塀

電気ハンドホール内において、管
口の止水材(シーリング材)の浮き
又は脱落がないか。【目視】 無 有

3



別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

門

鉄塔

煙突

通路

有

無 有

通路等にある視覚障害者誘導用ブ
ロック等に、ぐらつき、欠損、は
く離、浮き又は変退色がないか。
【目視】【歩行確認】

通路

無 有

無

有

煙突

敷地内の通路の仕上げ材料の損
傷、変形又は浮きがないか。【目
視】【歩行確認】 無 有

無 有

無 有 無

煙突が傾斜していないか。【目
視】

無

煙突と建物の接合部にき裂はない
か。【目視】

有無

煙突及び附属物(タラップ、天板
等)に著しいき裂、欠損、さび汁及
び浮き、はらみ、はく離、はく落
がないか。【目視】〔触手〕

無 有

有

有

鉄塔 鉄塔

無

無

煙突

通路にあるマンホール蓋等にぐら
つきがないか。又は通行に支障が
ないか。【目視】【歩行確認】

歩行部に水たまりの痕跡がない
か。【目視】

通路、スロープの手すり本体、支
持部材及び支柱埋設部に著しい損
傷、変形、腐食、ぐらつきがない
か。【目視】【触手】

有無

鉄骨構成部材及び溶接部にき裂、
変形、塗装の劣化、さび等の腐食
がないか。【目視】 無 有

コンクリート基礎部にき裂、欠
損、さび汁等がないか。【目視】

無 有 有

門

門扉の作動状態は良好か。また、
施錠及び開放時の固定に支障をき
たしていないか。【作動確認】 無 有

門扉、門柱及び支柱にさび、変
形、ぐらつき等がないか。【目
視】〔触手〕 無 有

基礎部に著しいき裂等はないか。
【目視】

無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

車路

外灯

散水用水栓等

屋根

無 有

無 有

屋根

防水層、モルタル等の保護層に著
しい浮きやき裂等の損傷がない
か。【目視】

屋根ふき材(金属製又は瓦等)下地
材及び緊結金物に変形、乱れ、割
れ、腐食等がないか。【目視】

トップライトに傷、割れ等による
落下のおそれがないか。【目視】

屋根及び伸縮目地材部に土砂がた
い積、又は雑草が繁茂し、防水、
排水の機能を損なうおそれはない
か。【目視】

無 有

無 有

給水器具よりの吐水状況が良好
か、さびが混じっていないか。
【目視】 無 有

照明器具本体やその付近に異音、
異臭がないか。【聴診】【臭気】

無 有

外灯

散水用水栓等

照明器具やポール等に広範囲にわ
たり損傷、変形及びさびがない
か。【目視】

タイマーによる自動点滅器等によ
る入切りの作動において、設定に
したがい作動点灯するか。【作動
確認】【目視】

無 有

照明器具やポール等に、ぐらつ
き、傾きがないか。【目視】〔触
手〕 無 有

無 有

出入口にミラーが設置されている
場合、見えにくくなっていない
か。【目視】【歩行確認】 無 有

車路

駐車場内の区分（白線等）は見え
にくくなっていないか。【目視】

無 有

案内表示が汚れ、腐食、経年劣化
等により見づらくなっていない
か。【目視】 無 有

車止めにずれ等がないか。【目
視】

無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

外壁

ひさし・玄関ポーチ

仕上げ材ではく落、き裂、腐食等
がないか。【目視】

無 有

ポーチ部分に沈下、隆起、傾斜等
がないか。【目視】

無 有

ひさし部からの漏水、さび汁の痕
跡はないか。【目視】

無 有

ひさし・玄関
ポーチ

有

金属パネル仕上げ(鋼製、アルミニ
ウム製、ステンレス製等)におい
て、変色、退色、膨れ、はがれ、
腐食等がないか。【目視】

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

外壁 外壁

有

無 有

無 有

無 有

金属類(点検歩廊、タラップ、手す
り、窓清掃用丸環等)に著しい腐食
や変形、ぐらつきはないか。【目
視】〔触手〕

無 有

無

排水不良による水たまりができて
いないか。【目視】

ルーフドレン排水口が閉塞してい
ないか。【目視】

笠木は変形、腐食等で脱落のおそ
れはないか。【目視】

パラペットに浮き、き裂、損傷、
白華、腐食、漏水痕等がないか。
【目視】

雨樋、支持金物等に著しいぐらつ
きがないか。【目視】〔触手〕

伸縮目地材、シーリング材、塗材
等に変形や劣化、欠損はないか。
【目視】

外壁仕上げ材(タイル、モルタル、
石等)にき裂や浮き等の劣化及びは
く落のおそれはないか。【目視】
【触手】〔打診〕

無無 有

目地などのシーリング材のき裂等
の劣化がないか。【目視】

無

有

吹付けなどの塗装仕上げ材に
チョーキング、浮き、はく落がな
いか。【目視】 無 有無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

天井・内壁

床

無 有

有有 無 有

有 無 有

無

手すりに著しい腐食や変形、ぐら
つきはないか。【目視】〔触手〕

無 有 無 有 無

床点検口に著しいぐらつきや開閉
に不具合がないか。【歩行確認】
【作動確認】 無 有 無 有 有

歩行時等に床に著しいぐらつきが
ないか。【歩行確認】

無 有 無

有 無 有

有

無

床から建物内機器や外部を通行す
る車両等による振動等が発生して
いないか。【聴診】 無

通路等にある視覚障害者誘導用ブ
ロック等に、ぐらつき、欠損、は
く離、浮き又は変退色がないか。
【目視】

有

有

無 有 無

無

無 有

有

床仕上げ材の摩耗等により滑りや
すくなっていないか。【目視】
【歩行確認】 無 有 無 有 無

床仕上げ材の欠損、はく離、浮き
などで歩行等に支障がないか。
【目視】 無 有 無 有 無

床

無 有

有無有 無

床 床

無 有

無 有 無 有 無 有

無 有

無 有

無 有 無 有 無 有

無 有

無 有

無 有

無 有 無 有

無 有 無 有

無 有

無 有

無 有

天井・内壁天井・内壁 天井・内壁 天井・内壁 天井・内壁

点検口本体及び枠にずれ、変形、
腐食等がないか。【目視】

天井・内壁

無 有

無 有

壁・天井に小動物の侵入出来る部
位がないか。【目視】

天井材、内壁仕上げ材等に漏水の
痕跡がないか。【目視】

無 有

床

配管、ダクト等床貫通部分ですき
ま等があいていないか。【目視】

無 有 無 有

床 床

天井材、内壁、仕上げ材(コンク
リート、モルタル等)にあばれ、き
裂、浮き、はく離がないか。【目
視】【触手】

天井等の仕上げ材の著しいずれ等
がないか。【目視】
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

照明器具等

コンセント、スイッチ

屋内消火栓設備

スプリンクラー設備等ヘッド

有 無 有無有無

スプリンクラー設備等ヘッドに著
しい傾き、変形、腐食等がない
か。【目視】

有

スプリンクラー
設備等ヘッド

スプリンクラー
設備等ヘッド

スプリンクラー
設備等ヘッド

有 無 有 無有 無 有 無 有 無

(外部)コンセント、スイッチ、プ
レート等配線器具類又は支持金物
にぐらつきがないか。【触手】 無 有 無 有 無

無 有 無 有 無 有無 有 無 有 無 有

有 無 有 無 有

(外部)コンセント、スイッチ、プ
レート等配線器具類から異臭がな
いか。【臭気】 無 有 無 有

有 無 有 無 有 無

無 有 無 有

スイッチの作動時にスパーク、発
煙がないか。【目視】【聴診】

無 有 無 有 無

無 有 無 有 無 有

コンセント、ス
イッチ

コンセント、ス
イッチ

コンセント、ス
イッチ

(外部)コンセント、スイッチ、プ
レート等配線器具類に著しい損
傷、変形、腐食がないか。【目
視】

無 有 無 有 無 有

コンセント、ス
イッチ

コンセント、ス
イッチ

コンセント、ス
イッチ

コンセント、ス
イッチ

コンセント、ス
イッチ

有 無 有 無 有 無有 無 有 無 有 無

無 有 無 有 無 有無 有 無 有 無 有

照明器具の入切りの作動及び点灯
は正常か。【目視】【作動確認】

無 有

照明器具類及び支持金物等に損
傷、変形、腐食がないか。【目
視】 無 有

無 有

無 有

有

照明器具類から異音や異臭がない
か。【聴診】【臭気】

無 有

蛍光管等に球切れ、ちらつきがな
いか。【目視】

無 有

無 有

無

照明器具等

非常用照明が点灯するか。【作動
確認】

無 有

照明器具等 照明器具等

無

照明器具等 照明器具等 照明器具等 照明器具等

有 無 有 無 有

照明器具等

無無 有 無 有 無 有

有 無 有

無 有

有

無 有無 有 無有

無 有 無 有

無 有 無

無 有 無 有 無 有

屋内消火栓設備

無 有

屋内消火栓設備

有 無 有

屋内消火栓設備

無

屋内消火栓設備

消火栓箱の扉開閉部に損傷、変形
がないか。または、開閉すること
ができるか。【目視】【作動確
認】

消火栓箱に著しい損傷、変形、腐
食がないか。【目視】

無 有 無

有

無 有

無 有 有 無
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

不活性ガス消火設備等ヘッド

煙感知器、熱感知器

自動火災報知設備

ガス漏れ火災警報設備

分電盤・制御盤

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

盤類から高温状態、振動、異音、
異臭がないか。【目視】【聴診】
【臭気】 無

無無 有

無有 無

盤又は支持金物にぐらつきがない
か。【触手】

無 有

無 有

無 有

無

盤類の内部機器に変色、変形、破
損または、さび等の腐食がない
か。【目視】

無

有

無 有

有無 有

有

盤類の扉開閉部に損傷、変形がな
いか。【目視】

無 有

無 有

無

分電盤・制御盤 分電盤・制御盤 分電盤・制御盤

無 有

ガス漏れ火災警
報設備

ガス漏れ火災警
報設備

有無

有

有 有

無 有

無 有有

ガス漏れ検知器等の機器にほこり
等が付着していないか。【目視】

無 有

無 有

無 有

無

無 有

分電盤・制御盤 分電盤・制御盤 分電盤・制御盤

盤類に著しい損傷、変形、腐食が
ないか。【目視】

無

ガス漏れ検知器等の機器から、異
音・発熱がないか。【聴診】【目
視】 無

無 有 有 無 有無

有

有 無 有

自動火災報知設
備

有

煙感知器、熱感知器に著しい汚れ
や腐食等がないか。【目視】

無 有

煙感知器、熱感
知器

有 無

無

有

有無 有

自動火災報知設
備

自動火災報知設
備

無

煙感知器、熱感
知器

無 有 無 有

煙感知器、熱感
知器

煙感知器、熱感
知器

有

煙感知器、熱感
知器

不活性ガス消火
設備等ヘッド

無 無 有

自動火災報知設
備

無 有

無

有

無 有

無

無 有

無

有

有

有

不活性ガス消火設備等ヘッドに著
しい傾き、変形、腐食等がない
か。【目視】

受信機、発信機等の機器にほこり
等が付着していないか。【目視】

無

受信機、発信機等の機器から、異
音、発熱がないか。【聴診】〔触
手〕 無

インターホンに雑音等が入ってい
ないか。【聴診】
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

排気口、給気口

排煙口、排煙窓、排煙用手動開放
装置

メンテナンス用タラップ

(外部)階段

無 有 無 有

タラップ、手すりに著しい腐食や
変形、ぐらつきはないか。【目
視】〔触手〕

メンテナンス用
タラップ

メンテナンス用
タラップ

有

手動開放装置に損傷、変形、腐食
がないか。【目視】

無 有 無 有

排煙口、排煙窓が障害物等により
作動が妨害されていないか。故障
等により機能は損なわれていない
か。【目視】〔作動確認〕

無 有 無

排煙口、排煙
窓、排煙用手動

開放装置

有

無 有

排煙口、排煙
窓、排煙用手動

開放装置

無 有 無 有

無 有

無 有 無 有

無 有

有

排気口及び給気口からの風速が大
きく騒音を発生していないか。
【聴診】 無 有無 有 無 有

無 有

排気口、給気口に割れ等の著しい
き裂その他の損傷、変形若しくは
腐食がないか。【目視】 無

盤類の防水パッキン等に変形、損
傷がないか。【目視】

無 有

盤内に雨水の浸入又はその痕跡が
ないか。【目視】

無 有

無 有

排気口、給気口

無 有

排気口、給気口、ドアガラリ、防
虫網に通気不良の原因となる塵埃
又はその他の障害物がないか。
【目視】

無 有無 有 無 有 無 有無

排気口、給気口排気口、給気口 排気口、給気口 排気口、給気口排気口、給気口排気口、給気口

(外部)階段 (外部)階段 階段

階段の滑り止めが浮き、欠損、変
形等で歩行に支障がないか。【目
視】 無 有 無無 有 有

有

コンクリート造の場合、鉄筋のさ
び汁が発生していないか。また仕
上げ材のき裂、はく落等がない
か。【目視】

無 有

鉄骨造の場合、塗装等のはがれや
さび等がないか。【目視】

無無 有

無 有

無 有

仕上げ材にき裂、損傷、浮き等が
ないか。【目視】
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

窓、障子

ドア

無 有 無 有

ドア ドア

有

無 有

有

窓

窓の施錠又は解錠に不具合がない
か。【作動確認】

無 有 無有 有

窓の開閉時に著しいがたつき、異
音等がないか。【作動確認】【聴
診】 無 有 無

有

引き違い形式建具の外れ止めス
トッパーが掛けられているか。
【作動確認】 無 有 無無 有

手すりに著しい腐食や変形、ぐら
つきはないか。【目視】〔触手〕

無 有

屋根又は支柱の著しいき裂、損
傷、腐食などがないか。【目視】

無 有有無

スチール製又は木製のサッシに著
しい腐食がないか。【目視】

無 有 無無 有

有

無

無 有

無

無

無

窓 窓 窓

窓ガラスにき裂その他の損傷ない
か、又は網入りガラスの場合、鉄
線のさび等はないか。【目視】

無 有

無

有

有

有

有無無

窓

無 有 無

無 有

窓・障子

有

有

無 有

無 有 無 有

無 有

窓の下部に雨水の浸入や結露水が
室内にあふれた等の痕跡がない
か。【目視】 無

無 有

窓の枠やシーリング材等に腐食、
き裂、硬化などの劣化がないか。
【目視】 有 無無 有

有

無 有

無 有

無 有

無 有

有

無 有

無

無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

ドア ドア ドア ドア ドア ドア

有無

無 有 無 有

ドアの開閉時に著しいがたつき、
異音等がないか。【作動確認】
【聴診】 無 有 有 無 有

有 無 有

ドアの施錠又は解錠に不具合がな
いか。【作動確認】

無 有 無 有 無

無

無

無 有

無 有

有有 無

無

ドア、取手、錠、取り付け金具(蝶
番、ヒンジ、ドアクローザー等)等
に著しいき裂その他の損傷、変
形、腐食、ねじのゆるみがない
か。【目視】【触手】

無 有 無

無

ドアの枠やシーリング材等に腐
食、き裂などの劣化がないか。
【目視】 無 有 無 有 有無 有

有 無有 無 有 無

有

有

外部に面するドアで、降雨後雨水
の浸入又はその痕跡がないか。
【目視】 無 有 無 有 無 有

有 無

無 有 無 有

無 有 無 有

無 有

無 有 無 有

有無無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

バルコニー

シャッター

自動扉

防火扉

バルコニー

シャッター シャッター

シャッター格納部分(まぐさ)やガ
イドレールに著しいさびや腐食が
ないか。【目視】 無 有

コンクリート造の場合、鉄筋のさ
び汁が発生していないか。また仕
上げ材のき裂、はく落等がない
か。【目視】

無 有

シャッター

手すりに著しい腐食や変形、ぐら
つきはないか。【目視】〔触手〕

無 有

有

鉄骨造の場合、塗装等のはがれや
さび等がないか。【目視】

無 有

シャッターに著しいさびや腐食が
ないか。【目視】

無 有

有

シャッターの開閉時に異音がない
か。【作動確認】【聴診】

無 有

シャッターの作動状態は良好か。
【作動確認】

無 有 無

無 有

無 有

無 有

有 無

無 有

無 有

無 有

無 有

自動扉

自動扉の開閉機能に障害がない
か。【作動確認】

無 有

無 有

自動閉鎖式のシャッターの場合、
障害物を感知し停止するなどの安
全装置は正常に作動するか。【作
動確認】

無

有

撤去された防火扉はないか。【目
視】

有

無

無

有

無

防火扉

自動扉に著しいさびや腐食がない
か。【目視】

自動扉床感知式の場合、マット等
床検知部のはく離、浮き、変形等
により歩行に支障となっていない
か。【目視】

扉が障害物を感知し停止するなど
の安全装置は正常に作動するか。
【作動確認】

防火扉

有無無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

避雷針、テレビアンテナ等

冷却塔

本体と枠に、防火性能を損なうお
それのある著しいき裂その他の損
傷、変形、腐食がないか。【目
視】

無 有

無 有

避雷針の突針、支持管に著しい傾
き、曲がり、ぐらつきがないか。
【目視】〔触手〕 無 有 無 有

無

有

扉の引きずり等作動時に支障がな
いか。【目視】

ヒンジ、ドアクローザー等の金物
に異常、損傷はないか。【目視】

防火扉及びくぐり戸の開閉機能に
著しい障害がないか。【作動確
認】

避雷針やテレビアンテナの支柱は
腐食や損傷等がないか。【目視】
〔触手〕 無

有

無 有

無

避雷針、テレビ
アンテナ等

避雷針、テレビ
アンテナ等

有

避雷導線接続部に、ゆるみ、脱
落、断線がないか。【目視】〔触
手〕

接地用端子箱の端子等にゆるみ、
脱落、断線がないか。【目視】
〔触手〕

無 有

無 有

無 有

有

冷却塔 冷却塔

無

本体に著しい腐食、異常振動、異
音等はないか。【目視】【聴診】

無 有無 有

有

本体の固定部のアンカーボルトに
ゆるみがないか。【触手】

無 有

無 有

無 有

本体の固定部にき裂、腐食がない
か。【目視】

無

有

ブロー装置や薬液注入装置の作動
状態は良好か。【作動確認】

無 有

無 有

無 有

本体の固定部のアンカーボルト周
囲のコンクリートにき裂がない
か。【目視】 無

無

有

無 有

無 有

13



別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

空調機用屋外機等

建築設備等囲障

空調・換気用ダクト

ダンパー・防火ダンパー

本体に著しい腐食、損傷、異常振
動、異音等はないか。【目視】
【聴診】 無 有

空調機用屋
外機等

空調機用屋
外機等

有

本体の固定部にき裂、腐食がない
か。【目視】

無

無 有

有

建築設備等
囲障

建築設備等
囲障

有無 有

無 有

無 有

本体の固定部のアンカーボルト周
囲のコンクリートにき裂がない
か。【目視】 無

本体の固定部のアンカーボルトに
ゆるみがないか。【触手】

無

建築設備等の囲障(ルーバー等)の
本体、基礎部及び支持部材等に著
しい損傷、変形、腐食がないか。
【目視】

無 有無 有

建築設備等の囲障(ルーバー等)の
本体、基礎部及び支持部材等接合
ボルトにゆるみや脱落がないか。
【目視】【触手】

無

空調・換気用ダ
クト

空調・換気用ダ
クト

有無 有

無

無 有

有

有

無 無

無 有

ダクトの保温材がはく離又は濡れ
ていないか。【目視】【触手】

無

空調・換気用ダ
クト

無有 有

ダンパー・防火
ダンパー

ダクトに異音、異常振動がない
か。【目視】【聴診】

無 有

有

有

無 有 無 有

ダクトの支持、固定部にぐらつ
き、き裂、腐食がないか。【目
視】〔触手〕 無

ダクトの接続部のボルト、ナット
にゆるみがないか。【目視】〔触
手〕 無

ダクトから空気の漏れはないか。
【聴診】

有

無 有 無 有

無

有無 有 無

ダンパー・防火
ダンパー

ダンパー・防火
ダンパー

有

ダンパーの開閉不良等、作動不良
をおこしていないか。【目視】
〔作動確認〕 無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

ケーブルラック、バスダクト

電気配線

冷温水配管、冷却水配管、油配
管、ガス配管

有 無 有

無

ダクトとの接続部のボルト、ナッ
トにゆるみがないか。【目視】
〔触手〕 無

防火ダンパーが閉状態になってい
ないか。【目視】

無 有 無

有 無 有 有

ケーブルラック、バスダクト及び
支持金物等に著しい損傷、変形、
腐食がないか。【目視】 無 有 無 有 無 有

ケーブルラッ
ク、バスダクト

有 無

無

ケーブルラッ
ク、バスダクト

有

有 有

ケーブルラック、バスダクトの接
続部のボルト、ナットにゆるみが
ないか。【目視】〔触手〕 有 無

ケーブルラック、バスダクトに部
分的な高温状態、振動がないか。
【目視】〔触手〕 無 有 無

無

ケーブルラッ
ク、バスダクト

電気配線電気配線電気配線電気配線 電気配線

電気露出配管及び配線に損傷がな
いか。【目視】

無 有 無無 有 無 有 有 無 有

ボックス類及び支持金物等に著し
い損傷、変形、腐食がないか。
【目視】 無 有 無 有 無 有

有

ボックス類に部分的な高温状態、
振動がないか。【目視】〔触手〕

無 有 無 有 無 有

ボックス類及び支持金物等にぐら
つきがないか。〔触手〕

無

無 有

無 有 有 無有 無

無 有

冷温水配管、冷却水
配管、油配管、ガス

配管

冷温水配管、ガ
ス配管

無 有

無 有 無有 無 有

無

有 無

冷温水配管、油配
管、ガス配管

油配管、ガス配
管

ガス配管

有 無 有

有

有無 有

配管の保温材がはく離又は濡れて
いないか。【目視】【触手】

無 無 有

無 有

配管に異音、異常振動がないか。
【目視】【聴診】

無 有

有 無有 無 有

配管から異臭がないか。【臭気】

無

無 有

無

配管、バルブに損傷、変形、腐食
等の劣化がみられ、かつ、当該部
分から外部に漏水、油漏れの痕跡
がないか。【目視】

無 有

無 有

無 有

無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

給水配管、排水配管

湯沸器、コンロ

流し台等

便器、洗面器等

自家発電設備

給水配管、排水
配管

配管及び支持金物等にぐらつきが
ないか。【触手】

無 有 無 有 無 有無 有無 有

給水配管(給湯配管他)、排水配管
から水漏れがないか。【目視】

無 有 無 有

給水配管、排水
配管

給水配管、排水
配管

有

給水器具よりの吐水状況が良好
か、さびが混じっていないか。
【目視】 無 有

給水配管(給湯配管他)、排水配管
の保温材が濡れていないか。【目
視】【触手】 無 有 無

無 有 無 有

ガス湯沸器、電気温水器などの支
持金物に著しい変形、腐食、ぐら
つきがないか。【目視】【触手】 無 有

無

ガス湯沸器、ガスコンロ及びガス
管からガス臭はしないか。【臭
気】

排水器具よりの排水状況が良好
か。【目視】

ガス管にひび割れなどの劣化はな
いか。【目視】

有

湯沸器、コ
ンロ

流し台等

無 有

無 有

無 有

自家発電設備本体に著しい損傷、
変形、腐食がないか。【目視】

便器、洗面器に著しいき裂その他
の損傷がないか。【目視】

無 有

洗面カウンターにぐらつきがない
か。【触手】

無 有

流し台等に著しいき裂その他の損
傷がないか。【目視】

無 有

便器、洗面
器等

自家発電設
備

有無

有

無 有

無 有

無
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

受変電設備

熱源機器

自家発電設備本体及び燃料槽又は
冷却水系統配管に油漏れ、水漏れ
がないか。【目視】

機器本体から異音がしないか。
【聴診】

本体の固定部にき裂、腐食がない
か。【目視】

受変電機器キャビネット外板に著
しい損傷、変形、腐食がないか。
【目視】 無 有

本体の固定部のアンカーボルトに
ゆるみがないか。【触手】

本体の固定部のアンカーボルト周
囲のコンクリートにき裂がない
か。【目視】

発電機が起動するか。【作動確
認】

有

無 有

無 有

無

有

機器本体から異臭がないか。【臭
気】

無 有

無 有

無 有

受変電設備

無

無 有

本体の固定部のアンカーボルト周
囲のコンクリートにき裂がない
か。【目視】

無 有

無 有

本体の固定部のアンカーボルトに
ゆるみがないか。【触手】

本体に損傷、変形、き裂がない
か。【目視】

本体から異音、異臭がないか。
【聴診】【臭気】

本体の固定部にき裂、腐食がない
か。【目視】

無 有

無 有

熱源機器
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

空気調和機、エアコン、ファンコ
イル等

換気扇、送風機等

便所、湯沸室使用時に換気扇、送
風機等が作動し、排気を行ってい
るか。【作動確認】 無 有

空気調和機、エアコ
ン、ファンコイル等

送風機

エアコン、ファ
ンコイル等

無 有

機器からの異常振動、異音等はな
いか。【目視】【聴診】

無

加湿器から十分な噴霧が行われて
いるか。【目視】

無 有無 有

有

無 有

無 有

空気調和機、エ
アコン

無 有

機器本体の固定部にき裂、腐食が
ないか。【目視】

無 有

無 有

無 有

内部のドレンパン等に著しい腐食
はないか。また、排水状況は良好
か。【目視】

無 有

機器本体の固定部のアンカーボル
ト周囲のコンクリートにき裂がな
いか。【目視】 無 有

無 有

無 有

機器本体の固定部のアンカーボル
トにゆるみがないか。【目視】
【触手】

送風機

無 有

換気扇、送風機
等

有

有

有

送風機本体に損傷、変形、き裂が
ないか。【目視】

無 有

送風機は正常に作動するか。【作
動確認】

無

ファンベルトに傷はないか。【目
視】

無

モーター部分等に異臭がないか。
【臭気】

無 有

送風機本体から異音、異常振動、
異臭がないか。【聴診】【臭気】

無無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

エアフィルターは汚れ等で目詰ま
りしていないか。【目視】

無 有

無 有

有

無 有

無 有

無

無 有

無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

排煙機

ポンプ

有

ファンベルトに傷はないか。【目
視】

無

モーター部分等に異臭がないか。
【臭気】

無 有

無 有

有

排煙機からの異常振動、異音等は
ないか。【目視】【聴診】

送風機本体の架台固定用又は吊り
用のアンカーボルト周囲のコンク
リートに著しいき裂その他の損傷
がないか。【目視】

無 有

送風機本体の架台固定用又は吊り
用のアンカーボルトにゆるみがな
いか。【目視】〔触手〕 無

送風機本体の架台部分にき裂、腐
食がないか。【目視】

無 有 無 有

無 有

無 有

有

排煙機

本体からの異常振動、異音等はな
いか。【目視】【聴診】

無 有

無

排煙機は正常に作動するか。【作
動確認】

無 有

排煙機本体の架台部分にき裂、腐
食がないか。【目視】

始動用蓄電池に液漏れはないか。
【目視】

無

本体に損傷、変形、き裂、水漏れ
等がないか。【目視】

無 有

排煙風道及び支持金物等に著しい
損傷、変形、腐食がないか。【目
視】 無 有

有

予備電源での起動、運転が可能
か。【作動確認】

無 有

始動用蓄電池に著しい損傷、変
形、腐食がないか。【目視】

無 有

ポンプ
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

オイルタンク

昇降機

(給水用、消火用、空調用)タンク

本体の固定部のアンカーボルトに
ゆるみがないか。【触手】

無 有

本体の固定部にき裂、腐食がない
か。【目視】

無 有

有

本体の固定部のアンカーボルト周
囲のコンクリートにき裂がない
か。【目視】 無 有

オイルタンクに傾きや破損等はな
いか。【目視】

無 有

自家発電設備用燃料は規定量確保
されているか。【目視】

オイルサービ
スタンク

オイルタン
ク

防油堤内に漏油がないか。【目
視】

無 有 無

無 有

無 有

巻上機、ロープ及びガイドレール
に変形、損傷、さび、摩耗がない
か。【目視】 無 有

昇降機

安全装置の作動不良がないか。
【作動確認】

無 有

タンクの本体、架台に損傷、変
形、腐食等の劣化、又は当該部分
からタンクの外部に漏水の痕跡が
ないか。【目視】

無 有

(給水用、消火
用、空調用)タ

ンク

(給水用、消火
用、空調用)タ

ンク

タンクの水位調節用電極棒、ボー
ルタップに著しい損傷、変形、腐
食がないか。【目視】 無 有

無 有

無 有

無 有

無 有

オーバーフロー管からタンク内部
の水が流出していないか。【目
視】 無 有

オーバーフロー管は間接排水の確保がさ
れているか。また、防虫網に損傷、変
形、腐食等の劣化がみられ、かつ、当該
部分からタンクの内部に虫等の侵入の可
能性がないか。【目視】

無無 有無 有 有

コンクリート基礎に著しいき裂等
の損傷、又は基礎が不同沈下して
いないか。【目視】 無 有 無 有

無 有

無 有

(給水用、消火
用、空調用)タ

ンク

無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

点検部位

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建物内(便
所、湯沸室

等)

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

建築物の敷地 建物外部
建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

仕様書の別紙３

自動制御機器

その他附属物

有有

タンク及び架台等の固定ボルトに
ゆるみがないか。【触手】

無無 有 無

有 無 有

自動制御機器 自動制御機器

無

無

その他附属物 その他附属物その他附属物

無 有

無 有

その他附属物

自動制御機器の室内の温湿度調節
器・検出器で周囲に複写機などの
発熱体はないか。【目視】 無 有

その他附属物 その他附属物 その他附属物 その他附属物 その他附属物

無

無 有

固定式防煙垂れ壁、つり下げ案内
表示板等の付属物に著しいぐらつ
きがないか。【目視】〔触手〕 無 有 無 有 無 有

有 無 有

監視カメラ等の機器から異音・発
熱がないか。【聴診】

無 有

インターホンの作動は正常か。
【作動確認】

無 有

無

無 有無 有 無 有 無 有

無 有 無

有

オイルタンクの付近に可燃物はな
いか。また、上部が駐車スペース
となっていないか。【目視】

水防板、水防壁が作動の支障とな
るような変形等はないか。【目
視】

水防板、水防壁等で水防の性能に
支障をきたす著しいき裂、損傷、
腐食がないか。【目視】

無 有

監視カメラ等の支持金物・支柱等
にぐらつき、傾き及び著しいさび
等の腐食がないか。【目視】〔触
手〕

有無 有

ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝｼﾞｮｲﾝﾄｶﾊﾞｰ部材に著しい
ずれ等がないか。【目視】

無 有

オイルタンク、浄化槽等が埋設さ
れている場合、地表面の損傷等は
ないか。また、マンホール蓋の割
れ、変形、ぐらつきはないか。
【目視】〔触手〕

無 有

無

無

有

無有

有 無 有 無

無有

有

無 有

無 有

無 有 無 有

有 無 無 有有

自動制御機器

監視カメラが遠隔操作において、
操作指示にしたがい作動するか。
【作動確認】 無 有

案内表示が汚れ、腐食、経年劣化
等により見づらくなっていない
か。【目視】

自動制御機器の室内の温湿度調節
器・検出器で著しい損傷、変形が
ないか。【目視】

無 有 無 有
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別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

別紙
番号

基礎

制振装置

木造

1

2

組積造（補強コンクリートブ
ロック造を除く。）

補強コンクリートブロック造

無 有 無

有 無 有 無

鉄筋のさび汁が出ていないか。【目
視】

無 有 無 有

補強コンクリートブロックにき裂、
はく落、欠損等がないか。【目視】

無 有 無

有

有 無

補強コンクリー
トブロック造

補強コンクリー
トブロック造

有

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

無 有

れんが、石等の仕上げ材に著しいき
裂、脱落、欠損、移動がないか。
【目視】 無 有 無 有

補強コンクリー
トブロック造

補強コンクリー
トブロック造

補強コンクリー
トブロック造

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

無 有

組積造

有 無

木造の外部に面する柱、はり等の木
部分に著しい腐朽、蟻害、変形等が
ないか。【目視】 無 有

組積造

木造

有

基礎との緊結部にゆるみ、変形、傾
斜がないか。【目視】

無 有

土台に著しい腐朽、変形等がない
か。【目視】

無

木造

建築物の傾斜又は変形がないか。
【目視】

無 有 無 有

制振装置に著しいき裂、変形、腐
食、接合部にゆるみがないか。【目
視】 無 有

制振装置

周辺地盤と比較して沈下又は隆起、
き裂その他損傷はないか。【目視】

無 有

免震装置に著しいき裂、変形、腐
食、接合部のゆるみがないか。【目
視】 無 有

異常の有無

基礎

建物内(空調
機械室、エレ
ベーター機械

室等)

建物内(電気
室、自家発電

機室)

異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無 異常の有無

点検マニュアルチェックシート

着色部は「建築基準法及び官公庁施設の建設等に関する法律」で義務づけられている点検項目
※異常有の場合は、別紙に当該場所と異常の内容や気づいた点を記入する。

点検部位
建築物の敷地 建物外部

建物内(玄関
及び玄関ロ
ビー等)

屋上・塔屋 建物内(室内)
建物内(廊

下、階段等)

建物内(便
所、湯沸室

等)

別紙番号を入
れ、別紙に異
常の内容を記
入ください。

点検した結果、異常がある
場合は「有」の「□」に「レ」
マークを入れてください。

点検した結果、異常がな
い場合は「無」の「□」に
「レ」マークを入れてくださ
い。

当該点検部位がない
場合は「／」を入れてく
ださい。

当該点検項目
がない場合は
「／」を入れてく
ださい。

仕様書の別紙３（記入要領）



（　　　／　　　）
チェックシート
番号

場所 異常の内容、気づいた点 備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

点検マニュアルチェックシート　別紙

仕様書の別紙４



（　１／○　）
チェックシート
番号

場所 異常の内容、気づいた点 備考

1 庁舎南西角床下通気口近く 土台に腐食があった。
早急に専門家に確認し
てもらう必要あり

2 庁舎東側屋根下 はり部分に一部蟻害がみられる。
早急に専門家に確認し
てもらう必要あり

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

点検マニュアルチェックシート　別紙

後日確認し易いよう
詳しく記入してくださ
い。

異常の内
容を記入
してくださ 備考欄に今後の対応等につ

いて記入してください。

仕様書の別紙４（記入要領）
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入 札 説 明 書 

 

 

 

令和８年度建築物定期点検業務委託 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野労働局 総務部 総務課 会計第三係 

 

 

 

 

 

【電子調達システム対応案件】 

入札書は、原則電子調達システム（ＧＥＰＳ）で提出してください。 
＜ＧＥＰＳ利用による利点＞ 
＊ 入札書類提出時の訪問や発送、入札会場での立合いが不要！ 
＊ 契約書作成にかかる印紙税及び発送費用の削減！ 
＊ 紙媒体による書類紛失等の未然防止！ 

ご利用の方はサイトＵＲＬよりアクセスください ⇒https://www.p-portal.go.jp 
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入 札 説 明 書 

 

入札は、別に示した事項の他、この説明書の定めるところにより行う。 

 

第１   競争参加資格については以下のとおりとする。 

 

  ◎厚生労働省における「令和７・８年度一般競争参加資格」で工種「建築関係建
設コンサルタント業務」の入札参加資格等級が「Ｂ」または「Ｃ」ランク

であるものとし、競争参加地域は「関東甲信越地域」であるものとす
る。 

 

 

    ◎次の事項に該当する者は競争に参加することができない場合がある。 

     （１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条に該当す

る者。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても、契約締

結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある

場合に該当する。 

（２）予決令第７１条に該当する者。 

（３）商法その他の法令の規定に違反して営業を行った者 

（４）警察当局から排除要請のある者 

（５）労働関係法令に係る重大な違反が認められ、支出負担行為担当官が、

本件請負契約を締結することが不適当であると判断した者 

（６）社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌す 

るもの）、船員保険、国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険

をいう。）の加入義務があるにもかかわらず、加入をしていない者 

（７）社会保険等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌す 

るもの）、船員保険、国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険を

いう。）の保険料の滞納がある者 

（８）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中である者 

（９）過去１年以内に、厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受け 

ている者 

       （１０）資格審査申請書及び添付書類に虚偽の事実を記載したと認められる

者。 

  （１１）経営の状況又は信用度が極度に悪化していると認められる者。 

        （１２）その他予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、支出負担行為

担当官が定める資格を有していない者。 

 

第２   入札に参加する者は、仕様書、業務委託契約書（案）を熟知しておくこと。 
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     なお、入札者は入札後においては、この説明書に掲げた事項及び仕様書、

業務委託契約書（案）の不知又は不明を理由として異議を申し立てることが

できない。 

 

第３   質問事項は、様式１「質問書」により以下の日時までに提出すること。 

令和８年８月２６日（水）正午まで 

質問書送付先：〒３８０－８５７２ 長野県長野市中御所一丁目２２－１ 

長野労働局総務部総務課会計第三係 あてメールまたは郵便 

回答については、入札説明書を受領した入札参加予定業者に対して、 

令和８年８月３１日（月）午後５時（予定）までにまとめて行う。 

 

第４   入札者は、消費税及び地方消費税にかかる課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。 

     また、入札者は、入札書に記載した金額に係る費用内訳書（任意様
式）を入札書に添付すること。入札金額は、直近の実勢価格を踏まえた
金額とするとともに、契約期間中に最低賃金額の改定をはじめとする労務費、
原材料費、エネルギーコスト等の変動が具体的に見込まれる場合は、当該変
動を見込むこと。 

 

第５   入札書は、原則電子調達システムにより提出すること。 

ただし、電子調達システムを導入していない等の事情により、紙による入

札参加を希望する場合には、様式２「電子入札における紙入札方式での参加

について」により令和８年９月３日(木)正午までに申し出ること。 

また、電子調達システムによる入札の場合には、当該システムに定める   

手続に従い、提出期限までに入札書を提出すること。 

なお、入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをするこ

とはできない。 

 

１ 電子調達システムにより入札を行う場合 

入札書の提出期限 

令和８年９月４日（金）午後２時００分までとする。 

（電子調達システムに到着するよう提出すること。なお、電子調達システム

により応札する場合には、通信状況により提出期限時間内に電子調達システ

ムに入札書が到着しない場合があるので、時間に余裕をもって行うこと。） 

なお、第７に記載した再入札を行う場合には、入札参加事業者に対し、電

話により参加希望の有無を確認のうえ、直ちに再入札を開始するので、再入

札に参加を希望する場合は必ず端末の前に待機すること。 
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２ 紙により入札を行う場合 

① 入札書の受領期限 

令和８年９月４日（金）午後２時 

     （郵送の場合は受領期限の前開庁日までに到着するように簡易書留にて送

付し、かつ受領の確認をすること。） 

 

② 入札書の提出場所 

長野労働局 長野市中御所一丁目２２－１ 

 

③  契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒３８０－８５７２ 長野県長野市中御所一丁目２２－１ 

長野労働局総務部総務課会計第三係 TEL０２６－２２３－０５５０ 

 

④ 入札書の提出方法 

入札書は、様式３「入札書」の様式にて作成し、直接提出する場合は封

筒に入れ封印し、かつその封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号）、

宛名（支出負担行為担当官長野労働局総務部長 殿と記載）及び「９月４

日開札 令和８年度建築物定期点検業務委託の入札書在中」と朱書するこ

と。 

 

⑤ 郵便（書留郵便に限る。）による提出方法 

二重封筒とし、表封筒に「９月４日開札 令和８年度建築物定期点検業

務委託の入札書在中」と朱書し、中封筒の封皮には直接提出する場合と同

様に氏名等を記し、入札書の受領期限（２-①記載）までに下記の送付先

に、到達しなければならない。 

なお、電報、ファクシミリ、電話その他の方法による入札は認めない。 

 

⑥ 再入札に参加を希望する場合の提出方法 

第７に記載した再入札を行う場合に当該再入札への参加を希望する者は、

各入札に係る入札書を様式３によりそれぞれ作成し、各封筒（郵便の場合

は中封筒）の封皮に「第１回」、「第２回」、「第３回」、「第●回」…

とそれぞれ明記すること。 

郵便による入札書の提出先 

〒３８０－８５７２ 長野県長野市中御所一丁目２２－１ 

長野労働局 総務部総務課 会計第三係 

 

３ 内訳書の提出 

本入札に参加する者は、入札書に記載した金額に係る内訳書を提出しなけれ
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ばならない。 

 

４ 入札の無効 

本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は無効とする。 

 

５ 入札の延期等 

入札者が相連合し又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公正

に執行することができない場合にあると認められるときは、当該入札を延期し、

又はこれを取り止めることがある。 

 

６ 代理人による入札 

① 代理人が電子調達システムにより入札する場合には、当該システムで定

める委任の手続を完了しておくこと。 

技術資料の提出等をシステム上において行う場合には、当初の手続をす

る時点までに委任の手続を完了しておくこと。なお、電子調達においては、

復代理人による応札は認めない。 

 

② 代理人が紙により入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、会社

名、代理人であることの表示及び当該代理人の氏名を記入して押印（外国

人の署名を含む。）するとともに、開札時までに様式４「委任状」の様式

による代理委任状を提出すること。 

 

③ 入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代

理人を兼ねることができない。 

 

第 ６   開 札  
１ 電子調達システムによる入札の場合 

電子調達システムにより入札書を提出した場合には、立会いは不要で  

あるが、入札者又はその代理人は、開札時刻には端末の前で待機すること。 

 

２ 紙による入札の場合 

① 開札は、入札者又はその代理人を立会わせて行う。ただし、入札者又は

その代理人が立会わない場合は、入札事務に関係のない職員を立会わせて

行う。 

② 入札者又はその代理人は、開札時刻後においては、開札場に入場するこ

とはできない。 

③ 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係
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職員の求めに応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限

に関する委任状を提示又は提出すること。 

④ 入札者又はその代理人は、支出負担行為担当官が特にやむを得ない事情

があると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

 

第７   開札をした場合において、入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の

制限に達した価格の入札がないときは、再度の入札を行う。 

なお、電子調達システムにおいては、再入札通知書に示す時刻までに再度

の入札を行うものとする。 

第 ８  そ の 他  
１  契約手続に使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨 

 

２  入札者に要求される事項 

この一般競争に参加を希望する者は、様式５「入札参加適合条件証明書」、

様式６「入札説明書受領書」、様式７「保険料納付に係る申立書」、様式８

「自己申告書」及び令和７・８年度一般競争に係る「資格審査結果通知書」

（写）を令和８年９月３日(木)正午までに提出すること。 

なお、提出方法は、電子調達システムによる入札参加希望者は当該システ

ムにより、紙による入札参加希望者は紙によりそれぞれ提出すること。 

また、開札日の前日までの間において、支出負担行為担当官から当該書類

に関し説明を求められた場合には、これに応じなければならない。 

 

３  落札者の決定方法 

最低価格落札方式とする。 

本入札説明書に従い書類・資料を添付して入札書を提出した入札者であっ

て、本入札説明書の競争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満たし、当

該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成さ

れた予定価格の制限の範囲内であり、かつ、最低価格をもって有効な入札を

行った者を落札者とする。 

 

① 最低価格の入札者となった場合でも、当該入札が、会計法第２９条の６

第１項ただし書きの規定に該当すると認められるときは、その定めるとこ

ろにより予定価格の制限内で次順位の者を落札者とすることがある。 

② 落札者となるべき者が２人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを

引かせ、落札者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直

接くじを引くことができないときは、入札執行事務に関係ない職員がこれ

に代わってくじを引き落札者を決定するものとする。 
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③ 落札者が決定したときは、入札者にその氏名（法人の場合にはその名

称）及び金額を口頭及び電子調達システムの開札結果の通知書により通知

するものとする。 

 

第９   本入札は、低入札価格調査の対象となる入札であり、調査を要する場合は

調査への協力義務があるため留意すること。低入札価格調査基準に該当した

場合、様式９提出書、様式１０申出書及び申出書の事実確認を行なうための

添付書類が必要となる。上記積算資料等の提出に応じない場合又は不十分な

場合には説明を求める場合がある。積算資料等の提出・説明に応じない場合

又は不十分な場合には「契約の内容に適合した履行がされないおそれがあ

る」ものとして落札者としない場合がある。 

 

 

第 10  落札者は、速やかに業務委託契約に関する打ち合わせを行うこととし、落札

決定の日の翌日から起算して７日以内に契約書を差し出さなければならない。 

 

第 11  契約に要する費用は、すべて落札者の負担とすること。 

 

第 12  暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置について 

１  長野労働局が発注する建設工事及び建設コンサルタント業務等（以下「発注

工事等」という。）において、暴力団員等による不当要求又は工事（業務）妨

害（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、断固としてこれを拒否する

とともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査

上必要な協力を行うこと。 

 

２  １により警察に通報を行うとともに、捜査上必要な協力を行った場合には、

速やかにその内容を記載した書面により長野労働局総務部総務課に報告するこ

と。 

 

３  発注工事等において、暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に

遅れが生じる等の被害が生じた場合は、長野労働局総務部総務課と協議を行う

こと。 

 

第 13  人権尊重への取り組みについて 

入札参加者は、入札書の提出（GEPS の電子入札機能により入札した場合を含

む）をもって「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイド

ライン」（令和４年９月１３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る

関係府省庁施策推進・連絡会議決定）を踏まえて人権尊重に取り組むよう努め
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ることに誓約したものとする。 

 

第 14  障害発生時及び電子調達システム操作等の問い合わせ先は下記のとおりと 

する。 

・ ヘルプデスク ０５７０-０００-６８３ 

・ ホームページ https://www.geps.go.jp/ 

 

 

◎ 様式一覧 

  ・様式１ 質問書 

  ・様式２ 電子入札における紙入札方式での参加について 

  ・様式３ 入札書 

  ・様式４ 委任状 

  ・様式５ 入札参加適合条件証明書 

  ・様式６ 入札説明書受領書 

  ・様式７ 保険料納付に係る申立書 

  ・様式８ 自己申告書 

  ・様式９ 提出書 

  ・様式 10 申出書 

 

 



様式１

年 月 日

支出負担行為担当官

長野労働局総務部長

東　尚史 殿

回答・連絡先担当者　役職名・氏名

ＴＥＬ

ＦＡＸ

　貴局発注の標記入札案件について、下記のとおり質問いたします。

注 1 用紙はA4版で、複写できるものとする。

2 記入は、黒インク、黒ボールペン、タイプなどの類とする。

3 質問事項ごとに番号を付けるものとする。

4 一般的事項に関する質問があれば、別紙に記入する。

5 質問が無い場合は提出しなくてよい。

6 質問は代表者及び代表者より委任を受けた者が行うものとする。

委任を受けた場合は委任状を提出すること。

令和

質　　　　問　　　　書

案件名

番　号 質　　　　　問　　　　　事　　　　　項

住 所

名 称

代 表 者

令和８年度建築物定期点検業務委託

長野労働局 総務部総務課 会計第三係青山
aoyama-takuma@mhlw.go.jp　又は　郵便

質問書送付先



様式２

年 月 日

支出負担行為担当官

長野労働局総務部長

殿

ＴＥＬ

ＦＡＸ

　貴局発注の下記入札案件について、電子入札システムを利用して入札に参加できないので、

紙入札方式での参加をいたします。

２　電子入札システムでの参加ができない理由

１　案件名 令和８年度建築物定期点検業務委託

令和

東　尚史

住 所

名 称

代 表 者

電子入札における紙入札方式での参加について



様式３

　貴局発注の標記入札案件について、下記のとおり入札いたします。

（注：上記に記する金額は、税抜きとすること。）

年 月 日

支出負担行為担当官

長野労働局総務部長

殿

第 回入札

入　　　　札　　　　書

令和

―

案件名 令和８年度建築物定期点検業務委託

東　尚史

￥

代 理 人 氏 名

代 表 者

名 称

住 所



様式４

記

案件名

年 月 日

支出負担行為担当官

長野労働局総務部長

殿

住 所

名 称

東　尚史

委　　　　任　　　　状

令和８年度建築物定期点検業務委託

　私は、下記案件に係る入札について、上記の者を代理人と定め、当該入札及び見積り
に関する一切の権限を委任します。

　代理人氏名

代理人が使用
する印鑑

令和



様式５

　　貴局発注の標記入札案件について、会計法、その他関係法令を厳守し、入札公告記２の

各事項について該当がないことを証明し、入札に参加いたします。

年 月 日

長野労働局総務部長

殿

代 表 者

(連絡先担当者氏名）

(連絡先電話番号）

　　　　　(ＦＡＸ番号）

支出負担行為担当官

東　尚史

入　札　参　加　適　合　条　件　証　明　書

案件名 令和８年度建築物定期点検業務委託

住 所

令和

名 称



様式６

上記件名の、「入札説明書」を受領しました。

年 月 日

ＴＥＬ

ＦＡＸ

長野労働局総務部長

殿

名 称

代 表 者

支出負担行為担当官

東　尚史

入　札　説　明　書　受　領　書

案件名 令和８年度建築物定期点検業務委託

住 所

令和



様式７

年 月 日

長野労働局総務部長

殿

保険料納付に係る申立書

　当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協
会が管掌するもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２保険年度に支払う
べき労働保険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の保険料をいう。）について、一切滞納
がないことを申し立てます。
　なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問わず当社に
対する一切の契約が解除され、損害賠償を請求され、併せて競争参加資格の停止処分を受
けることに異議はありません。
　また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求められたとき
は、速やかに対応することを確約いたします。

令和

住 所

名 称

代 表 者

(連絡先担当者氏名）

(連絡先電話番号）

　　　　　(ＦＡＸ番号）

支出負担行為担当官

東　尚史



様式８

自 己 申 告 書

　下記の内容について誓約いたします。
　なお、この自己申告書に虚偽があったことが判明した場合、又は報告すべき事項を報告
しなかったことが判明した場合には、本契約を解除されるなど当方が不利益を被ることと
なっても、異議は一切申し立てません。

記

１　厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

２　過去１年以内に、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反に
より行政処分
　を受け又は送検されていないこと。

３　契約締結後、当社又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により
行政処分を受
　け又は送検された場合には、速やかに報告すること。

４　前記１から３について、本契約について当社が再委託を行った場合の再委託先につい
ても同様であ
　ること。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

支出負担行為担当官
長野労働局総務部長　東　尚史　殿



（様式９） 
令和  年  月  日   

 
 
   支出負担行為担当官 
     長野労働局総務部長  様 
 
 
 
 

            所在地  
入札者 名 称                 

                       代表者              ㊞  
 

 予算決算及び会計令第８５条及び厚生労働省所管会計事務取扱規程２２条に基づき、低入札価

格調査制度に関する書類を下記のとおり提出します。 
 
 

記 
 
 
１ 業 務 名                                         
 
２ 業務場所                                          
 
３ 提出書類 
 

(１) 申出書（様式１０） 

(２)   月  日現在の残高証明書 

（３）当該委託業務に要する人件費総額の見込み及び職種毎の人件費の内訳がわかる書類 
   ※委託業務の現場従業員を対象とする。 

※下請に発注する業務がある場合は、下請の労働者の人件費も含む。 
 



（様式１０） 

申   出   書   
 

項   目 内      容 
① 当該価格により入札した理由 
 
 
 
 

 

② 手持委託業務の状況  
 
 
 
 

 

③  委託業務場所と事業所との

関連（地理的状況） 
 
 
 

 

④  手持委託業務遂行のための

労務者（技術者）の配置状況 
 
 
 

 

⑤  手持委託業務遂行のための

労務者（技術者）と貴社との

関係 
 
 

 

⑥ 労務者（技術者）の具体的供

給見通し（配置計画） 
 
 

 

⑦  過去に委託業務を受けた類

似公共委託業務等の業務名と

発注者 
 
 

 

⑧  経営状況 
 
 

 



 
 
⑨人件費総額の見込みを算出し

た計算式 
 
 
 

 
計算式例（（単価）×（人数）×（工期等（日数）） 
 
 
 
 
 
※計算式は労働者の「単価」がわかるように記載すること。 
※必要に応じて単価毎、委託業務毎に分けて記載すること。 
※人件費総額の見込みを計算式で算出し難い場合は、 
 単価が一番低い労働者（下請を含む）の人件費の総額に

ついて、上記に留意しながら、計算式により示すこと。 
⑩入札額の算出にあたり、原材料

費、燃料費等のエネルギーコス

トの単価は、何を根拠とした

か。 
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業務委託契約書（案） 

 

１ 業務件名    令和８年度建築物定期点検業務委託 

 

２ 対象施設    別添仕様書第２項のとおり。 

 

３ 履行期間    自 令和 ８年   月   日 

            至 令和 ８年 １２月 １８日 

 

４ 契約金額     ￥－ 

（うち取引に係る消費税額￥－） 

 

５ 契約金額の支払  全額業務完了後払い 

 

上記業務委託について、発注者 支出負担行為担当官 長野労働局総務部長 東 尚史

（以下「発注者」という。）と受注者 （以下「受注者」という。）は、対等な立場におけ

る合意に基づいて、以下の条項によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれ

を履行するものとする。また、受注者が共同体を結成している場合には、受注者は、共同体

協定書により契約書記載の業務を共同連帯して実施する。 

     

この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名捺印のうえ、各自１通を保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

発注者  住 所  長野市中御所一丁目２２－１ 

  氏 名  支出負担行為担当官 

               長野労働局総務部長   東 尚史  ㊞ 

 

 

受注者  住 所   

  氏 名   

                         ㊞ 
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（総則） 

第１条 発注者及び受注者はこの契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、業務仕様書

（別添の図面、仕様書、現場状況に対する質問回答書等をいう。以下同じ。）に従い、

日本国の法令を遵守し、この契約（この契約書及び業務仕様書を内容とする業務委託

契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の履行期間内

に誠実に履行するものとし、発注者は、その契約金額を支払うものとする。 

３ この契約書に定める催告、請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は書面により行

わなければならない。 

４ 受注者は、この契約書若しくは業務仕様書に特別の定めがある場合又は発注者と受

注者との間に協議がある場合を除き、業務を完了するために必要な一切の手段をその

責任において定めるものとする。  

５ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

６ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

７ この契約書及び業務仕様書における期間の定めについては、民法（明治29年法律第

89号）及び商法（明治32年法律第48号）に定めるものとする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者の間で用いる計量単位は、業務仕様書に特

別の定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。 

９ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

１０ 業務の仕様は別添のとおりとし、これに明記されていない仕様があるときは、協

議して定めるものとする。 

（関連作業等を行う場合） 

第２条 発注者は、受注者の業務履行に支障を及ぼすおそれがある作業等を行うときは、予

め受注者に通知し、発注者と受注者とが協力して建築物の保全にあたるものとする。 

（業務実施計画書の提出） 

第３条 受注者は、この契約締結後14日以内に業務仕様書に基づいて、業務実施計画書を作

成し、発注者に提出しなければならない。 

  ２ 発注者は、必要があると認めるときは、前項の業務実施計画書を受理した日から７

日以内に、受注者に対してその修正を請求することができる。 

  ３ この契約書の他の条項の規定により履行期間又は業務仕様書が変更された場合にお

いて、発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して業務実施計画書の再提

出を請求することができる。この場合において、第１項中「この契約締結後」とある

のは「当該請求があった日から」と読み替えて、前２項の規定を準用する。 

  ４ 業務実施計画書は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

（契約保証金） 

第４条 契約保証金について、会計法（昭和22年法律第35号）第29条の９第１項ただし書き
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及び予算決算及び会計令（昭和22年勅令165号）第100条の３第３号に基づき免除する

ものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第５条 受注者は、この契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、予め発注者の承諾を得た場合はこの限りではない。 

２ 受注者は、成果物（未完成の成果物及び業務を行う上で得られた記録等を含む。）

を第三者に譲渡し、貸与し、又は質権その他の担保の目的に供してはならない。ただ

し、予め発注者の承諾を得た場合はこの限りではない。 

（一括再委託等の禁止等） 

第６条 受注者は、業務の全部を一括して、又は主たる部分を第三者（受注者の子会社

（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）を含む。）に委託してはなら

ない。 

２ 受注者は、業務の一部を第三者に委託しようとするときは、「令和８年度 建築

物定期点検業務委託契約の再委託に係る承認申請書（様式１）」を発注者に提出

し、その承諾を受けなければならない。ただし、当該再委託金額が５０万円未満

の場合はこの限りではない。 

３ 受注者は、受託業務の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う当該第

三者（以下「再委託者」という。）の行為について、すべての責任を負うものとす

る。 

４ 受注者は、受託業務の一部を再委託するときは、受注者がこの契約を遵守する

ために必要な事項についてこの契約書を準用して、再委託者と約定しなければな

らない。 

５ 受注者は、再委託先を変更するときは、当該再委託が第２項ただし書に該当す

る場合を除き、「令和８年度 建築物定期点検業務委託契約の再委託に係る変更

承認申請書（様式２）」を発注者に提出し、その承認を受けなければならない。 

６ 発注者は、業務につき著しく不適当と認められる再委託者があると認めるときは、

受注者に対してその変更を求めることができる。 

（再々委託の場合の履行体制） 

第７条 受注者は、再委託の相手方からさらに第三者に委託が行われる場合には、当該

第三者の商号又は名称及び住所並びに委託を行う業務の範囲を記載した「令和８

年度 建築物定期点検業務委託契約の再委託に係る履行体制図（様式３）」を発

注者に提出しなければならない。 

２ 受注者は、「令和８年度 建築物定期点検業務委託契約の再委託に係る履行体制

図（様式３）」に示した内容に変更があるときは、速やかに「令和８年度 建築

物定期点検業務委託契約の履行体制図変更届出書（様式４）」を発注者に届け出

なければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合については、届

出を要しない。 

一 受託業務の実施に参加する事業者（以下「事業参加者」という。）の名称

のみの変更の場合 

二 事業参加者の住所の変更のみの場合 

三 契約金額の変更のみの場合 

３ 前項の場合において、発注者はこの契約の適正な履行の確保のために必要があ
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ると認めるときは、受注者に対して変更の理由等の説明を求めることができる。 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護さ

れる第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている業務仕様又は工

法を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、

発注者がその業務仕様又は工法を指定した場合において、業務仕様書に特許権等の対

象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、

受注者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

（監督及び検査） 

第９条 発注者は、受注者の業務の実施について、自己に代わる監督職員及び検査職員には

長野労働局予算執行機関補助者設置基準に定められた者をもってこれに充て、その氏

名を受注者に通知しなければならない。監督職員及び検査職員を変更したときも同様

とする。 

２ 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の

権限とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、業務

仕様書に定めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

一 契約の履行についての受注者又は受注者の業務責任者に対する指示、承諾又は

協議 

 二 この契約書及び業務仕様書の記載内容に関する受注者の確認又は質問に対  

する回答 

    三 業務の進捗状況の確認及び履行状況の監督 

第１０条 検査職員は、この契約書に定められた業務の完了の確認をするため、必要な検査

を行い、必要と認めるときは受注者に対して報告を求めることができる。 

（使用人に関する受注者の責任） 

第１１条 受注者は、業務の実施につき用いた使用人による業務上の行為については、一切

の責任を負う。 

   ２ 受注者は、法令で定めのある業務に従事させる受注者の使用人については、その

氏名及び資格について発注者に通知し、その承諾を得なければならない。使用人を

変更したときも同様とする。受注者は、これら以外の使用人については、発注者の

請求があるときは、その氏名を発注者に通知しなければならない。 

（業務責任者） 

第１２条 受注者は、業務を実施するにあたって業務責任者を定め、その氏名を発注者に通

知するものとする。また、業務責任者を変更したときも同様とする。 

   ２ 業務責任者は、この契約履行に関し、その運営、取締りを行うほか、契約金額の

変更、履行期限の変更、契約金額の請求及び受領、業務関係者に関する措置請求並

びに契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使す

ることができる。 
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（業務関係者に関する措置請求） 

第１３条 発注者は受注者が業務に着手した後に受注者の業務責任者又は使用人が業務履行

につき著しく不適当であると認められるときは、受注者に対して、その理由を明示

した書面により、必要な措置をとるべきことを求めることができる。 

   ２ 受注者は前項の規定による請求があったときには、当該請求に係る事項について

決定し、その結果を請求を受けた日から10日以内に発注者に通知しなければならな

い。 

   ３ 受注者は、監督職員又は検査職員がその職務の執行につき著しく不適当と認めら

れるときは、発注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとる

べきことを求めることができる。 

   ４ 発注者は前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決

定し、その結果を請求を受けた日から10日以内に受注者に通知しなければならない。 

（履行報告） 

第１４条 受注者は、業務仕様書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に

報告しなければならない。 

（材料等の供給） 

第１５条 業務に要する材料及び労力はすべて受注者がこれを供給する。 

（貸与品等） 

第１６条 発注者が受注者に貸与し、又は支給する図面その他業務に必要な物品等（以下

「貸与品等」という。）の品名、数量等、引渡場所及び引渡時期は、業務仕様書に

定めるところとする。 

   ２ 受注者は、貸与品等の引渡しを受けたときは、引渡しの日の７日以内に、発注者

に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

   ３ 受注者は、貸与品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。 

   ４ 受注者は、業務仕様書に定めるところにより、業務の完了、業務仕様書の変更等

によって不用となった貸与品等を発注者に返還しなければならない。 

   ５ 受注者は、故意又は過失により貸与品等が滅失若しくは毀損し、又はその返還が

不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復

して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

（業務仕様書と業務内容が一致しない場合の履行責任） 

第１７条 受注者は、業務の内容が業務仕様書又は発注者の指示若しくは発注者と受注者と

の協議の内容に適合しない場合において、監督職員がその履行を請求したときは、

当該請求に従わなければならない。この場合において、当該不適合が発注者の指示

によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があ

ると認められるときは、履行期間若しくは契約金額を変更し、又は受注者に損害を

及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（業務内容の変更等） 
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第１８条 発注者は、必要があるときは、受注者に通知して、業務の内容を変更し、又は業

務を一時中止することができる。この場合において、契約金額又は履行期間を変更

する必要があるときは、協議して書面によりこれを定める。 

２ 前項の場合において、受注者が損害を受けたときは、発注者はその損害を賠償し

なければならない。この場合の賠償額は協議して定める。 

（業務の中止） 

第１９条 発注者は、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受注者に通知して、業

務の全部又は一部を一時中止させることができる。 

   ２ 発注者は、前項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認

めるときは履行期間若しくは契約金額を変更し、又は受注者が業務の続行に備え業

務の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは受注者に損害を及ぼしたと

きは、次の各号に掲げる場合の区分に応じそれぞれ当該各号に定める必要な費用を

負担しなければならない。 

     一 この契約の内容変更の場合、合理的な追加費用 

     二 この契約の一時中止もしくは解除の場合、当該時点までに受注者に発生した

合理的な費用 

３ 前項の場合において、受注者は、発注者に対して前項の費用以外に損害賠償等そ

の他名目の如何を問わず金銭を要求することができないものとする。 

（受注者の請求による履行期間の延長） 

第２０条 受注者は、その責めに帰すことができない事由により、履行期間内に業務を完了

することができないことが明らかとなったときは、発注者に対してその理由を明示

した書面により履行期間の延長を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要が認められるとき

は、履行期間を延長しなければならない。発注者は、その履行期間の延長が発注者

の責に帰すべき事由による場合においては、契約金額について必要と認められる変

更を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

（発注者の請求による履行期間の短縮等） 

第２１条 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間の

短縮変更を受注者に請求することができる。 

   ２ 発注者は、この契約書の他の条項の規定により履行期間を延長すべき場合におい

て、特別の理由があるときは、延長する履行期間について、受注者に通常必要とさ

れる履行期間に満たない履行期間への変更を請求することができる。 

   ３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められるときは、契約金額を

変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（履行期間の変更方法） 

第２２条 履行期間の変更については、発注者と受注者が協議して定める。ただし、協議開
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始の日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

   ２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に

通知するものとする。ただし、発注者が履行期間の変更事由が生じた日（第20条の

場合にあっては発注者が履行期間変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受

注者が履行期間変更の請求を受けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない

場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

（契約金額の変更方法） 

第２３条 契約金額の変更については、発注者と受注者が協議して定める。ただし、協議開

始の日から14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に

通知するものとする。ただし、契約金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議

開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知す

ることができる。 

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場

合に発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者が協議して定める。 

（一般的損害） 

第２４条 この契約の目的物の引渡し前に生じた損害（次条の第１項又は第２項に規定する

場合を除き、天災等で発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができないものに

より目的物が滅失又は毀損した場合を含む。）は、受注者が負担するものとする。た

だし、その損害の発生が発注者の責めに帰すべき事由による場合においては、発注者

が負担する。 

（第三者に及ぼした損害） 

第２５条 業務を行うにつき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害の賠

償を行わなければならないときは、受注者がその賠償額を負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の規定する損害額のうち、発注者の指示、貸与品等

の性状その他発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者がそ

の損害額を負担する。ただし、受注者が発注者の指示、貸与品等が不適当であること

等発注者の責めに帰すべき事由があることを知りながらこれを通知しなかったときは、

この限りではない。 

３ 前２項の場合その他業務を行うにつき第三者との間に紛争が生じた場合においては、

受注者及び発注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

（臨機の措置） 

第２６条 受注者は、業務の履行にあたって事故が発生したとき又は事故の発生するおそれ

のあるときは、発注者の指示を受け、又は発注者と受注者とが協議して臨機の措置を

とらなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、受注者の判断

によって臨機の措置をとらなければならない。 

  ２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を遅滞なく発注者に通知
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しなければならない。 

  ３ 発注者又は監督職員は、事故防止その他業務上特に必要があると認めるときは、受

注者に対して臨機の措置をとることを請求することができる。 

  ４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置

に要した費用のうち、契約金額の範囲内に含めることが相当でないと認められる部分

については、発注者がこれを負担する。 

（完了時の検査及び引渡し） 

第２７条 受注者は、目的物が完了したときは発注者に対して遅滞なく業務完了届及び仕様

書に定める図書等一式を提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の業務完了届及び業務仕様書に定める図書等一式を受理したとき

は、その日から10日以内に、目的物について検査を実施しなければならない。 

３ 前項の検査の結果不合格となり目的物について補正を命ぜられたときは、受注者

は遅滞なく当該補正を行い、発注者に補正完了の届及び業務仕様書に定める図書等

一式を提出して再検査を受けなければならない。当該再検査の期日については前項

を準用する。 

４ 受注者は、検査合格の通知を受けたときは、遅滞なく当該目的物を発注者に引渡

すものとする。 

（契約金額の支払い） 

第２８条 受注者は、前条の規定による検査に合格したときは、官署支出官 長野労働局長

（以下「支出官」という。）に対して契約金額の支払いを請求するものとする。 

２ 支出官は、前項により適切な請求を受けたときは、その日から起算して30日以内

に当該契約金額を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査を完了しない

ときは、その期限を経過した日から検査を完了した日までの期間の日数は、前項の

期間（以下この項において「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。

この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、

遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

（契約不適合責任） 

第２９条 発注者は、第27条第４項の引渡しの後に発見された目的物が種類又は品質に関し

て契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）であるときは、受

注者に対し、目的物の補修又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することが

できる。ただし、その履行の追完に過分の費用を要するときは、発注者は、履行の

追完を請求することができない。 

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないとき

は、発注者が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、そ

の期間内に履行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じて契約金
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額の減額を請求することができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、

催告をすることなく、直ちに契約金額の減額を請求することができる。 

   一 履行の追完が不能であるとき。 

   二 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

   三 目的物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に

履行しなければ契約をした目的を達成することができない場合において、受注

者が履行の追完をしないでその時期を経過したとき。 

   四 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行

の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき。 

４ 発注者は、第１項及び前項の請求をした場合は、第１項及び前項に加え、受注者

に対する損害賠償請求並びにこの契約の解除を行うことができる。 

５ 受注者が契約不適合について知り若しくは重大な過失により知らなかった場合、

又は契約不適合が重大である場合は、第50条に規定する期間を経過した場合におい

ても、なお前４項を適用するものとする。 

（履行遅滞の場合における損害金） 

第３０条 受注者の責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務を完了することが   

できない場合において、履行期間後に完了する見込みがあると認めたときは、発注

者は受注者から損害金を徴収して履行期間を延長することができる。 

２ 前項の損害金は、契約金額に対して、延長日数に応じ、年３パーセントの割合で

計算した額とする。この場合において、発注者は受注者に支払うべき報酬より前記

金額を控除することができる。 

３ 発注者の責めに帰する事由により、第28条の規定による契約金額の支払いが遅れ

た場合には、受注者は発注者に対して「政府契約の支払遅延防止等に関する法律

（昭和24年法律第256号）」に規定する条項に定めるところにより計算した額の遅

延利息の支払を請求することができる。 

（談合等の不正行為に係る解除） 

第３１条 発注者は、この契約に関し、受注者が次の各号の一に該当するときは、何らの催

告を要せず、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

一 公正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人（受注者又は受注者の代理人

が法人にあっては、その役員又は使用人。以下同じ。）に対して私的独占の禁

止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号。以下「独占禁止

法」という。）第７条又は第８条の２（同法第８条第１項第１号もしくは第２

号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令（これらの命令

が受注者又は受注者が構成事業者である事業団体（以下「受注者等」とい

う。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令すべてが確定した場合

における当該命令をいう。次条第１項第１号において同じ。）を行ったとき、

同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含
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む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条の４第７

項もしくは第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を

行ったとき。 

二 受注者又は受注者の代理人が刑法（明治40年法律第45号）第96条の６もしく

は第198条又は独占禁止法第89条第１項もしくは第95条第１項第１号の規定に

よる刑の容疑により公訴を提起されたとき。（受注者の役員又はその使用人が当

該公訴を提起されたときを含む。） 

三 競争参加資格を有していなかったこと、又は競争参加資格に係る申立書に虚偽があ

ったことが判明したとき。 

四 受注者又はその役員若しくは使用人が厚生労働省が所管する法令に違反した

ことにより、送検され、行政処分を受け、又は行政指導を受けたとき。 

五 第３項の規定による報告を行わなかったとき。 

２ 受注者は、本契約に関して、受注者又は受注者の代理人が前項各号に該当した場

合には、速やかに、当該処分等に係る関係書類を発注者に提出しなければならない。 

３ 受注者は、第１項第３号又は第４号の事実（再委託先に係るものを含む。）

を知った場合には、速やかに発注者に報告しなければならない。 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第３２条 受注者は、本契約に関し、次の各号の一に該当するときは、発注者が契約の全部

又は一部を解除するか否かにかかわらず、契約金額の100分の10に相当する額を違

約金として発注者が指定する期日までに支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が独占禁止法第３条の規定に違反し、又は受注者が構

成事業者である事業者団体が同法第８条第１項の規定に違反したことにより、公

正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人に対して同法第７条の２第１項（同

法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の

納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき

（確定した当該納付命令が同法第63条第２項の規定により取り消された場合を含

む。以下この条において同じ）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２（同法第８条第１項第１号

もしくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令（こ

れらの命令が受注者等に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定し

たものをいい、受注者等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令

すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号及び次項第２号において同

じ。）において、この契約に関し、同法第３条又は第８条第１号の規定に違反す

る行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３

条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反す

る行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間
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（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を

行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の基礎である当該違

反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたも

のであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

四 公正取引委員会が、受注者等に対して独占禁止法第７条の２第1項ただし書き

もしくは第７条の４第１項規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行った

とき。 

五 受注者又は受注者の代理人が刑法（明治40年法律第45号）第96条の６もしくは

第198条又は独占禁止法第89条第１項若しくは第95条第１項第１号の規定による

刑が確定したとき。 

六 前条第１項第３号、第４号又は第５号のいずれかに該当したとき。 

２ 受注者は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号の一に該当すると

きは、前項の契約金額の100分の10に相当する額のほか、契約金額の100分の５に相

当する額を違約金として発注者が指定する期日までに支払わなければならない。 

    一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法

第７条の３第２項又は第３項の規定の適用があるとき。 

二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第５号に規定す

る刑に係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかに

なったとき。 

    三 前項第５号に該当する場合であって、前項第２号に規定する確定した納付命令

における課徴金について、独占禁止法第７条の３第１項の規定の適用があるとき。 

    四 前項第５号に該当する場合であって、受注者が発注者に対し、独占禁止法等に

抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出しているとき。 

   ３ 受注者は契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることがで

きない。 

   ４ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を

超過する場合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求すること

を妨げない。 

（違約金に関する遅延利息） 

第３３条 受注者が前条に規定する違約金を発注者の指定する期日までに支払わないときは、受注

者は、当該期日を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３パーセントの割合

で計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

（損害賠償） 

第３４条 受注者は、この契約の履行又は不履行に関連又は付随して発注者に損害を与えた

ときは、発注者に対し、その損害を賠償するものとする。 

２ 受注者は、この契約の履行に着手後、次条第１項、第36条第１項又は第37条第１

項の規定に基づく契約解除により損害を生じたときは、発注者の意思表示のあった
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日から10日以内に、発注者にその損害の賠償を請求することができる。 

３ 発注者は、前項の請求を受けたときは、発注者が適当と認めた金額に限り、損害

を賠償するものとする。 

（発注者の任意解除権） 

第３５条 発注者は、業務の履行が完了するまでの間は、次条又は第37条の規定によるほか、

必要であるときは、この契約を一時中止又は解除することができる。 

  ２ 発注者は、前項の規定によりこの契約の内容変更又は一時中止若しくは解除した場

合において、受注者に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（発注者の催告による解除権） 

第３６条 発注者は、受注者が次の各号の一に該当するときは、相当の期間を定めてその履

行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。

ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会

通念に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

一 正当な事由なしに業務に着手しないとき。 

二 経営の状況又は信用度が極度に悪化し又はそのおそれがあり、適正な契約の履

行が確保されないと認められるとき。 

三 正当な理由なく、第29条第１項の履行の追完がなされないとき。 

四 前各号のほか、受注者がこの契約に違反したとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第３７条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解

除することができる。 

    一 第５条、第６条及び第７条の規定に違反したとき。 

    二 この契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

    三 受注者がこの契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示し

たとき。 

    四 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履

行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約を

した目的を達することができないとき。 

    五 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内

に履行しなければ契約をした目的を達成することができない場合において、受注

者が履行をしないでその時期を経過したとき。 

    六 前各号のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても

契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであ

るとき。 

    七 受注者が第44条又は第45条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

    八 正当な理由なく第57条2項に定める協議に応じないとき。 

２ 発注者は、受注者について民法第542条各項各号に定める事由が発生したときは、
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何らの催告を要せず、この契約の全部又は一部を解除することができる。 

３ 発注者によるこの契約又は民法の各規定に基づく解除は、当該解除の理由に係る

発注者又は受注者の責めに帰すべき事由の有無にかかわらず、これが行うことがで

きるものとする。 

（発注者の損害賠償請求等） 

第３８条 受注者が次の各号に該当するときは、受注者は契約金額の100分の10に相当する

額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

     一 第20条の規定により延期が認められた場合を除き、履行期間内に業務を完了

することができないとき。 

     二 受注者の都合により、受注者が発注者に対してこの契約の解除を請求し、発

注者がこれを承認したとき。 

     三 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によっ

て受注者の債務について履行不可能となったとき。 

     四 受注者が第27条に規定する検査又は引渡しに際し、受注者又はその使用人等

が職務執行を妨げ、又は詐欺その他の不正行為があると認められるとき。 

     五 第55条の規定に違反したとき。 

   ２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第３号に該当する場合と

みなす。 

     一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16

年法律第75号）の規定により選任された破産管財人 

     二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平

成14年法律第154号）の規定により選任された管財人 

     三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平

成11年法律第225号）の規定により選任された再生債務者等 

（属性要件に基づく契約解除） 

第３９条 発注者は、受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの

者。以下この条において同じ。）が次の各号の一に該当すると認められるときは、

何らの催告を要せず、この契約を解除することができる。 

     一 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、

法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所を

いう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に

関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77条）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以

下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）であるとき。 

     二 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。 
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     三 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与

しているとき。 

     四 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用す

るなどしているとき。 

     五 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

とき。 

     六 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者に権利を

譲渡したとき。 

（行為要件に基づく契約解除） 

第４０条 発注者は、受注者が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をし

た場合は、何らの催告を要せず、この契約を解除することができる。 

     一 暴力的な要求行為 

     二 法的な責任を超えた不当な要求行為 

     三 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

     四 偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為 

     五 その他前各号に準ずる行為 

（表明確約） 

第４１条 受注者は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわた

っても該当しないことを確約しなければならない。 

２ 受注者は、前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）を下請負

人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべての下請負人を含む。）及び再受

託者（再委託以降のすべての受託者を含む。）並びに自己、下請負人又は再受託者が

当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）とし

ないことを確約しなければならない。 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第４２条 受注者は、契約後に下請負人等が解除対象者であることが判明したときは、直ち

に当該下請負人等との契約を解除し、又は下請負人等に対し契約を解除させるように

しなければならない。 

２ 発注者は、受注者が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若し

くは下請負人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反し

て当該下請負人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させる

ための措置を講じないときは、この契約を解除することができる。 

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第４３条 第36条各号又は第37条第１項各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由に

よるものであるときは、発注者は、第36条各号又は第37条第１項各号の規定による

契約の解除をすることができない。 
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（受注者の催告による解除権） 

第４４条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の

催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念

に照らして軽微であるときは、この限りではない。 

（受注者の催告によらない解除権） 

第４５条 受注者は、次の各号の一に該当する事由があるときは、直ちにこの契約を解除す

ることができる。 

一 第18条第１項の規定により業務内容を変更したため、業務委託料が３分の２以

上減少したとき。 

二 発注者が契約に違反し、その違反により業務を完了することが不可能となるに

至ったとき。 

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第４６条 第44条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであ

るときは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（解除に伴う措置） 

第４７条 受注者は、この契約が目的物の引渡し前に解除された場合において、貸与品等が

あるときは、当該貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、

当該貸与品が受注者の故意又は過失により滅失又は毀損したときは、代品を納め、

若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならな

い。 

   ２ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この契約

の解除が第31条、第36条、第37条、第39条、第40条、第42条又は第53条の規定によ

るときは発注者が定め、第35条、第44条又は第45条の規定によるときは受注者が発

注者の意見を聴いて定めるものとし、前項後段に規定する受注者のとるべき措置の

期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

（契約解除に基づく損害賠償） 

第４８条 発注者は、第29条第4項、第36条、第37条、第39条、第40条、第42条第２項及び第

53条の規定によりこの契約を解除した場合は、これにより受注者に生じた損害につ

いて、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

   ２ 受注者は、発注者が第29条第4項、第36条、第37条、第39条、第40条、第42条第２

項及び第53条の規定によりこの契約を解除した場合において、発注者に損害が生じ

たときは、その損害を賠償するものとする。 

（受注者の損害賠償請求等） 

第４９条 受注者は、発注者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損

害の賠償を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び

取引上の社会通念に照らして発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、
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この限りではない。 

     一 第44条及び第45条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

     二 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の

履行が不能であるとき。 

（契約不適合責任期間等） 

第５０条 発注者は、引き渡された目的物に関し、第27条第４項の規定による引渡し（以下

この条において単に「引渡し」という。）を受けた日から１年以内でなければ、契

約不適合を理由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は

契約の解除（以下この条において「請求等」という。）をすることができない。 

    ２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当

該請求等の根拠を示して、受注者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げること

で行う。 

   ３ 発注者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及

び第６項において「契約不適合期責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、

その旨を受注者に通知した場合において、発注者が通知から１年が経過する日まで

に前項に規定する方法による請求等をしたときは、契約不適合期責任期間の内に請

求等をしたものとみなす。 

   ４ 発注者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合

に関し、民法の消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をす

ることができる。 

   ５ 前各項の規定は、契約不適合が受注者の故意又は重過失により生じたものである

ときには適用せず、契約不適合に関する受注者の責任については、民法の定めると

ころによる。 

   ６ 民法第637条第１項の規定は、契約不適合期責任期間については適用しない。 

   ７ 発注者は、目的物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項

の規定にかかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該契約不適合に

関する請求等をすることはできない。ただし、受注者がその契約不適合があること

を知っていたときはこの限りではない。 

   ８ 引き渡された目的物の契約不適合が発注者又は監督職員の指図により生じたもの

であるときは、発注者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができな

い。ただし、受注者がその指図の不適当であることを知りながらこれを通知しなか

ったときは、この限りではない。 

（不当介入に関する通報・報告） 

第５１条 受注者は、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼ

うゴロ等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介

入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒

否させるとともに、速やかに不当介入の事実を発注者に報告するとともに、警察へ
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の通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。 

（厚生労働省所管法令違反に係る報告） 

第５２条 受注者は、受注者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反によ

り行政処分を受け又は送検された場合は、速やかに発注者に報告する。 

（厚生労働省所管法令違反に係る契約解除） 

第５３条 発注者は、次の各号の一に該当する事由が生じたときは、催告その他の手続を要

せず、受注者に対する書面による通知により、本契約の全部又は一部を解除するこ

とができる。 

    一 受注者又はその役員若しくは使用人が、厚生労働省所管法令違反により行政処

分を受け又は送検されたとき。 

    二 受注者が本契約締結以前に発注者に提出した、厚生労働省所管法令違反に関す

る自己申告書に虚偽があったことが判明したとき。 

    三 受注者が、受注者又はその役員若しくは使用人が第１号の状況に至ったことを

報告しなかったことが判明したとき。 

   ２ 本契約の再委託先について前項の状況に至った場合も同様とする。 

（厚生労働省所管法令違反に係る違約金） 

第５４条 前条の規定により発注者が契約を解除した場合、受注者は、違約金として、発注

者の請求に基づき、契約金額（この契約締結後、契約金額の変更があった場合には、

変更後の契約金額）の100分の10に相当する額を発注者が指定する期日までに支払

わなければならない。 

   ２ 受注者は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることはできない。 

   ３ 第１項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合に

おいて、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

（秘密の保持） 

第５５条 受注者は、発注者の与えた指示及びこの契約の遂行上知り得た発注者の秘密情報

（書面などをもって発注者が受注者に提供した情報及び受注者が発注者の施設内又

はそれに準ずる場所で作業する際に見聞又は認識した情報の一切をいう。以下「秘

密情報」という。）の機密性を保持し、これをこの契約の履行以外の目的に使用し、

又は第三者に開示してはならない。 

２ 受注者は、本業務、本納品物及び前項にて秘密保持義務を負っている発注者の秘

密情報が化体された成果物を、この契約の履行のために必要な範囲の従事者以外の

者に開示し、又は使用させてはならない。 

３ 受注者は、自らの従事者及び第６条又は第７条により発注者の承認を受けた第三

者に、本条の義務を遵守させるために必要な措置をとらなければならない。 

４ 受注者が本条の義務に違反した場合には、発注者は、なんらの通知又は催告を要

せず直ちに本契約の全部を解除することができるものとする。 

５ 前各項の規定は、この契約が終了した後においても適用されるものとする。 
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（法律、規格等の遵守） 

第５６条 受注者は、本契約上の義務の履行に関して必要とされる法令、規格等の一切を遵

守し、その適法性を確保するものとする。 

（紛争の解決） 

第５７条 この契約の履行に当たり、発注者及び受注者の間に紛争又は疑義が生じた場合は、

必要に応じ発注者及び受注者が協議のうえ、解決するものとする。 

   ２ 発注者が面会方式での協議が必要と認めたときは、受注者は発注者の指定の場所

及び時間において対面での協議を行わなければならない。 

３ この契約の準拠法は日本法とし、この契約に関する一切の紛争については、日本

国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判所とする。 

（存続条項） 

第５８条 この契約の効力が消滅した場合であっても、第29条、第30条、第32条、第33条、

第34条、第38条、第41条、第48条、第49条、第50条、第54条、第55条、第57条及び

本条はなお有効に存続するものとする。 

 

（以下余白） 
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様式１ 

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

長野労働局総務部長  殿 

 

                   名   称 

                        

代表者氏名             印 

 

 

令和８年度建築物定期点検業務委託契約の再委託に係る承認申請書 

 

 

標記について、契約書第６条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 委託する相手方の商号又は名称及び住所 

 

 

 

２ 委託する相手方の業務の範囲 

 

 

 

３ 委託を行う合理的理由 

 

 

 

４ 委託する相手方が、委託される業務を履行する能力（実績等） 

 

 

 

５ 契約金額（税込） 

 

 

 

６ その他必要と認められる事項 
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様式２ 

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

長野労働局総務部長  殿 

 

                   名   称 

 

                   代表者氏名             印 

 

 

令和８年度建築物定期点検業務委託契約の再委託に係る変更承認申請書 

 

 

標記について、契約書第６条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 変更前の事業者及び変更後の事業者の商号又は名称及び住所 

 

 

２ 変更後の事業者の業務の範囲 

 

 

３ 変更する理由 

 

 

４ 変更後の事業者が、委託される業務を履行する能力（実績等） 

 

 

５ 契約金額（税込） 

 

 

６ その他必要と認められる事項 
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様式３ 

 

 

令和８年度建築物定期点検業務委託契約の再委託に係る履行体制図 

 

 

標記について、契約書第７条の規定に基づき、下記のとおり提出します。 

 

 

記 

 

事業者名 住  所
契約金額

（税込）
業務の範囲

 

（必要に応じ、欄等を増減して記載すること。再々々委託業者等がある場合は、乙は

末端の業者まで把握し漏れなく記入すること） 

 

 

 

乙 

再委託業者① 再々委託業者 

再委託業者② 
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様式４ 

 

令和  年  月  日 

 

支出負担行為担当官 

長野労働局総務部長  殿 

 

 

                   名   称 

                        

代表者氏名             印 

 

 

 

令和８年度建築物定期点検業務委託契約の履行体制図変更届出書 

 

 

標記について、契約書第７条の規定に基づき、下記のとおり届出します。 

 

 

記 

 

 

１ 契約件名（契約締結時の日付も記載のこと） 

 

 

 

２ 変更の内容 

 

 

 

３ 変更後の体制図 

 

 


